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はじめに
米国におけるＭ＆Ａ（merger and acquisition）は，1960年代以降から始まったＭ＆Ａ
ブームを一つの基点とし，コングロマリット合併を特徴とするとみられ，これは，異業種
企業を併呑する多角化合併（diversifying acquisitions）という特徴点に加えて，財務的・会
計的利得の追求という性格が顕著である（西田，1987，6頁）。そこでは，財務的・会計
的利得の追求のために，持分プーリング法（pooling­of­interests method）が濫用されてき
た１。会計原則審議会（Accounting Principles Board／APBと略称）意見書第 16号「企業結
合」（Opinion No.16:Business Combinations）では，相対的な規模基準が削除されたことの
みならず，株式を用いたあらゆる企業結合に，持分プーリング法を採用することが可能で
あった。そのために，持分プーリング法が濫用されてきた２。
その後，米国におけるＭ＆Ａは，1990年代に入り，その件数および総計金額の急激な
増加がみられ，1998年に 1万 92件，金額では，1999年に 1兆 3939億ドル（Sikora, 2000,
p.25）を記録し，Ｍ＆Ａの規模の巨大化がみられた。財務会計基準審議会（Financial Ac­
counting Standards Board／FASBと略称）は，このような状況の中で，1996年 8月に，企
業結合会計をアジェンダに加えた（FASB, 2001d）。そして，FASBは，1999年 9月に
「公開草案：企業結合と無形資産」（Exposure Draft: Proposed Statement of Financial Account­
ing Standards:Business Combinations and Intangible Assets／ED 201と略称）を公表し，持分
プーリング法の廃止とパーチェス法（purchase method）の採用，それに基づくのれんの償
却を 40年から 20年にすることを求めた（FASB, 1999, Summary ; FASB, 2001d）。さら
に，持分プーリング法を支持する企業や議会を巻き込んでの反対（cf : Beresford, 2001）
などがあるなか，FASBは，2001年 2月に，持分プーリング法の廃止は維持したものの，
パーチェス法に基づくのれんについて，償却ではなく減損テスト（impairment test）を行
うことを規定した「改訂公開草案：企業結合と無形資産－のれん会計」（Exposure Draft
Revised : Proposed Statement of Financial Accounting Standards : Business Combinations and
1 財務的・会計的利得の追求のために，持分プーリング法が濫用されてきたことに関しては，佐々木（1983
b）87­88頁を参照。
2 APB第 16号の公表以降においても，持分プーリング法が引き続き濫用されたことに関しては，Rayburn
and Powers（1991）pp.166­167および清水（2014）29頁を参照。
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Intangible Assets－Accountig for Goodwill／ED201Rと略称）を公表した（FASB，2001a,
para.9 ; FASB, 2001d）。
そして，FASBは，2001年 6月に，財務会計基準書（Statement of Financial Accounting
Standards／SFASと略称）第 141号「企業結合（Business Combinations）」と第 142号「の
れんおよびその他の無形資産の会計処理（Goodwill and Other Intangible Assets）」を公表し
た。SFAS第 141号においては，持分プーリング法の使用を禁止しパーチェス法のみの使
用を，SFAS第 142号においては，のれんの減損テストを行うことを規定した（FASB,
2001b, para.13 ; FASB, 2001c, para.18 ; FASB, 2001d）。
本稿では，持分プーリング法の濫用を契機とした米国での企業結合会計の変容，とりわ
け，1990年代に入っての ED201から ED201Rへ，さらに，SFAS第 141号と SFAS第 142
号に至る，パーチェス法における償却から減損へというのれんの会計処理の変容に焦点を
あてる。そして，このような変容のなかで，企業や議員による議会の公聴会での発言や
FASBに対するコメント・レターの内容などが，のれんに関する会計基準の設定過程にお
いて，どのように反映されたのかという点について，考察をする。
1．ロビイング活動と利益集団
本節では，米国における会計基準の設定過程の特徴ともいえるロビイング活動と利益集
団について検討する。米国では，他の国々に比べて，会計基準の設定にあたり，利害関係
者などから，激しい政治的な圧力ともいえる動きがあるといわれてきた。そこで，ロビイ
ング活動とは，そもそもどのような活動をいい，ロビイストとはどのような人のことを指
すのか，また，個人や一企業といった個別の単位ではなく，同じ利益を追求することを目
的として，複数の個人や企業などが集まり，団体として活動してゆく利益集団とは，どの
ような集団をいうのかということについても，ここで検討する。
ロビイング活動は，会計に関する領域だけでなく，多方面にわたる分野で，繰り広げら
れてきたようであり，この現象の背景には，米国という国自体の制度や構造があると考え
られる。この現象について，ロビイング活動は，米国民主主義の本質である（山田, 1982,
8頁）とも評されている。米国では，ロビイング活動そのものは，憲法で保障された請願
権を市民が行使する一つの形態であり（Eastman, 1977, pp.3­5），したがって，決して非公
式，非合法的な政治活動ではない（山田, 1982, 9頁）と考えられている。
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ロビイングとは，1946年の連邦ロビイング規制法３（Federal Regulation of Lobbying Act
／FRLAと略称）によると，米国によるすべての法案（legislation）の成立または不成立を
目的とした活動，また，米国議会のすべての法案の成立または不成立に影響を直接または
間接に及ぼすこと（FRLA, 1946, sec.302-311）を目的とすると定められている。また，同
法においては，ロビイストについて，ロビイングのために金銭または高価な物を個人ある
いは代表組織や他人を通して，または組織の従業員として受け取ったり，集めたり，要求
したりする人物（FRLA, 1946, sec.302-311）であると規定し，登録を義務付けている（山
田, 1982, 10頁）。米国では，ロビイング活動は公に認められており，元議員や元閣僚，弁
護士などがロビイストとして盛んに活動している（藤本・反町, 2004, 29頁）。このよう
に，ロビイストは，一般に広く認知され，なおかつ，社会的に地位の高い人々によって構
成されている，といわれている。
しかし，ロビイストの活動における問題点もつぎのように指摘されている。ロビイスト
は，登録を義務付けられているが，ロビイング報告書式のサンプルを見ると，報告事項の
記載スペースが少なく，詳細な報告は要求されていない。両院事務局でロビイング報告書
が一般公開されているとはいえ，ロビイング活動の実状を知るデータとしては全く不十分
である。ロビイストとして登録が必要なのは，「ロビイングを主たる目的（primary pur-
pose）」として，金銭や高価な物を受け取ったり，集めたり，要求する場合と規定されて
いる（FRLA, 1946, sec.302-311）ので，ロビイングを主たる目的としていない人物はロビ
イストではないことになり，連邦ロビイング規制法の盲点となっている（山田, 1982, 12
頁）。
ロビイストの数については，Ronald Reagan大統領以降，米国の経済政策は規制緩和が
主流を占めていたにも関わらず，ロビイング活動が拡大した。1990年代以降，ロビイス
トの数は倍増し，周辺分野を巻き込み産業化した（軽部, 2009, 66頁）として，ロビイス
トの数の増加，そして，その活動が一つの職業として活発化したことが指摘されている。
また，グローバライゼーションの到来で，企業や業界は，より政府の助力を必要とするよ
うになった。2000年以降，これと連動するようにロビイストの数も，連邦政府職員の数
3 1946年の連邦ロビイング規制法（Federal Regulation of Lobbying Act，FRLA）は，米国で最初の国内ロビ
イストのための包括的なロビイング活動に対する情報公開法であると説明される（US LEGAL.COM，
2018）。
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も増えてきた。そして，エンロンをはじめとする経済犯罪やテロを防止するための規制も
増大しており，米国の経済界から不満が出ている。最近は，企業会計や監査などの厳格化
を求めた法律が厳しすぎるといった声が企業などから聞こえてくる。その結果，ロビイス
トへの需要が発生する（軽部, 2009, 67頁）とも指摘され，近年の会計分野においても，
企業がロビイストを利用せざるを得ない切実な理由があることが示されている。
米国における利益集団は，1980年代以降，次々と新しい変化が積み重なって生じ，新
しい集団や組織，団体，協議体が続出する一方で，新しい集団や組織と，古い集団や組織
との間での摩擦，不安定な関係が問題となってきている。こうした時に，利益集団が政治
の原動力としてその意義を増してきている（辻中, 1988, 3頁）。そして，利益集団という
言葉の「利益」の意味について，ここでの「利益」は，単に経済的な利益だけではなく，
言語のインタレスト（interest）が含んでいるような，関心，関係者，事業，主義，利害，
利子，権利，勢力といった様々な側面まで含んでいる。このようなインタレストを背景と
した活動は，その母体として特定の集団を有している。集団が恒常的な組織を持った時，
それは利益団体と呼ばれる（辻中, 1988, 3頁）。
さらに，米国の主要な利益団体について，米国では，二次産業を中心とする全米製造業
者協会（National Association of Manufacturers／NAMと略称）や，商工会議所の全国組織
である米国商工会議所（United States Chamber of Commerce）が伝統的組織として存在し
た。しかし，NAMが脱工業化の進展と共に力を落とし，商工会議所がそれにとってかわ
り強化されつつあったときに，それを拒む形でビジネス・ラウンドテーブル（Business
Roundtable : 全米トップ企業経営者会議）４が 1972年に発足した。それ以外にも，全米産業
審議会（Conference Board）や米国経営協会（American Management Association）などが存
在する。また，米国の経済団体は，このように複数存在しているだけでなく，それらの間
に明確な分担関係はなく，統合されていない（辻中, 1988, 107頁）。これが米国の利益集
4 ビジネス・ラウンドテーブルは，1972年に，The Construction Users Anti-Inflation Roundtable，The Labor
Law Study Committee，The March Groupの三つの団体が合併して設立された。米国の大会社 160社の CEO
が参加している。また，ビジネス・ラウンドテーブルは，連邦政府に対してビッグ・ビジネスの意見を代表
するものとして設立され，構成メンバーは，ビジネス・ラウンドテーブルの推薦によるが，意思決定の偏向
を防いで産業や地域を代表するものから構成されている。そして，この団体の設立の根拠は，政府の規制の
あり方がそれまで個別の産業が中心であったのに対して，あらゆる産業や企業の機能に関する規制に重点を
移行するに伴って設立され，それまでのロビイングを介さずに，CEOが直接に，議会，連邦政府，行政と
接触して公共政策のあり方を討論するところにあった（今福, 1992, 17頁, 39頁）と説明される。
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団の特徴である。
2．アジェンダ設定，ED201の公表およびコメント・レター分析
すでに述べたように，米国におけるＭ＆Ａは，1990年代に入り，Ｍ＆Ａの規模の巨大
化がみられた（cf:Sikora, 2000, p.25）。そして，米国の企業は，国際的な経済においての
競争上の優位な立場を得るために，持分プーリング法を好んでいたと思われる（Duncan
and Carleton, 1999, p.24）。このような経済状況のなかで，FASBの諮問機関である米国財
務会計基準諮問委員会（Financial Accounting Standards Advisory Council／FASACと略称）
は，何年もの間，企業結合プロジェクトを常に優先事項としていた。1996年 7月の
FASACのミーティングでは，評議員達は，企業結合プロジェクトを FASBのアジェンダ
に加えるために全般的な支援をすることを表明し（FASB, 1999, para.81），FASBに対し
て，この問題をアジェンダに加えるように度々勧告していた。FASBは，前任者達を悩ま
せてきた企業結合会計の問題を扱うことに消極的で，FASACからの勧告をかたくなに拒
絶していた（Ramanna, 2015, pp.43-44）。
しかし，FASBのこうした姿勢を転換させたのは，米国証券取引委員会（Securities and
Exchange Commission／SECと略称）からの要請と G4＋1５（G4＋1 group of standard setters）
の存在であった（Ramanna, 2015, pp.43-44）。SECは，ダーティー・プーリング（dirty pool-
ing）と呼ばれる持分プーリング法を利用するために買収相手に有利な条件を提示する実
務が，株主の価値を毀損しており，もはや APB第 16号の理念に合っていないとして，持
分プーリング法の見直しをするように圧力を強めていった。そして，SECは，著しく異
ならない二つの取引が，会計処理方法の選択次第で劇的に異なる財務諸表の結果を生みだ
す（SEC, 2003, p.16 ; Ramanna, 2015, p.44）とも述べ，持分プーリング法を用いた会計処
理について批判している。そして，SECの会計スタッフは，ここ数年の間，FASBに対し
て，企業結合会計のための持分プーリング法とパーチェス法の対立問題に取り組むように
望んでいた。なぜなら，SECのスタッフは，彼らの時間の 40％を企業結合に関する問題
に対応するために消費していたことに不満をもっていた。また，G4＋1において，持分
5 「G4＋1」とは，オーストラリア・カナダ・ニュージーランド・イギリスおよびアメリカから成る国際的
な会計基準設定機関で，国際会計基準委員会（International Accounting Standard Committee／IASC）がオブ
ザーバーとして参加している（FASB, 2001e）。
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プーリング法の濫用の問題は，米国のみならずその他の国においても解決すべき課題であ
るとされ，FASBにとっては，国内問題の解決を国際協調をてこにして図る好機となった
（Ramanna, 2015, pp.44-45）。
このように，FASBは，SECからの批判・要請と G4＋1からの影響を受けて，APB第
16号における企業結合会計と APB第 17号における無形資産の会計について広範囲にわ
たって再考するために，企業結合会計をアジェンダに加えた（FASB, 1999, para.79 ; FASB,
2001d ; FASAC, 2003, p.1 ; Zeff, 2012, pp.249-250）。さらに，FASBは，企業結合会計の透
明性の改善のために，企業結合プロジェクトを発足させた（FASB, 2001a, para.42）。
FASBは，1996年 8月のアジェンダ設定の後，1999年 9月に ED201を公表した。ED201
では，FASBは，APB第 16号・第 17号の内容とは異なり，企業結合の会計処理として，
持分プーリング法を廃止し，パーチェス法によって処理すること（FASB, 1999, issue 3,
para.13）を求め，のれんの会計処理については，20年を超えない期間での償却（FASB,
1999, issue 6, para.40）を求めた６。
そして，この ED 201において，FASBは，90日間の期間を設け，意見を募集した。そ
して，この ED 201に対して 200を超えるコメント・レターが様々な回答者から届き，そ
のうちの半数近くは企業からのもので，企業の約 60％が持分プーリング法の廃止に反対
していた（Ramanna, 2015, p.45）。また，Anantharaman（2015）は，Ramanna（2015）より
も詳細に，このコメント・レターに対する分析を行っている。そこで，ここでは，Anan-
tharaman（2015）によるコメント・レターの集計表に基づき，FASBの提案に対する様々
な回答者からの意見について，その特徴などを考えていく。
まず，203件の有効回答数のうち約 62％（126件）７が，産業界と金融関係の企業からの
回答である。そして，産業界からの回答 85件のうち，約 44％（37件）が，ハイテクノロ
ジー企業からのものであり，ハイテクノロジー企業の FASBの提案に対する関心の高さが
窺える。また，会計事務所の回答は 28件で，全体（203件）の約 14％を占めていた（図
表 1を参照）。
6 持分プーリング法を廃止することについて，G4＋1からも，1998年にパーチェス法への一元化を勧告す
る報告書が出されている（企業会計審議会, 2001, 7頁）。
7 ここでの筆者による分析の数値（パーセンテージ）は，有効回答数を分母として，計算の結果を四捨五入
している。また，かっこ内の数値については，コメントの数を示している。
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つづいて，Anantharaman（2015）は，ED201において，FASBが同時に行った，つぎの
三つの質問に対する回答についても集計をしている。
（FASBの三つの質問）
① 全ての企業結合は取得であると考えるか？（図表 2 Panel A）
② 認識されたのれんは，どのように扱うべきか？（図表 2 Panel B）
図表 1 Anantharamanのコメント・レター集計図 Table 1
企業結合における ED201と ED201Rへの回答数
ED201 ED201R
回答数 回答数
回答総数 213 209
有効回答数 203 209
カテゴリー別回答者
産業界 85 100
金融関係の企業 41 35
公益事業 9 5
会計事務所 28 28
投資銀行と証券アナリスト 11 8
学者 12 13
個人 5 9
政府 5 2
その他 7 8
産業界の回答者
（ ）内は，産業界における
回答者の割合
（ ）内は，産業界における
回答者の割合
ハイテクノロジー産業 37（44％） 38（38％）
その他の産業 48（56％） 62（62％）
会計事務所
（ ）内は，会計事務所における
回答者の割合
（ ）内は，会計事務所における
回答者の割合
ビッグ 5事務所 5（18％） 5（18％）
ビッグ 5以外の事務所 23（82％） 23（82％）
＊この図表における「カテゴリー」は，ED 201に関するコメント・レターを集計するにあたっての FASBによる分類に基
づいている。
＊ED 201と ED201Rに対する「産業界」からの回答は，ハイテク分野においての産業組織からの 9（5）との回答，そして，
例えば，National Association of Manufacturers，Chamber of Commerce，Information Technology Association of Americaなど
の，その他の分野においての類似グループからの 6（5）つの回答を含んでいる。
＊「金融関係の企業」には，銀行，ノンバンク金融会社，そして，保険会社を含んでいる。
＊「投資銀行と証券アナリスト」には，投資銀行，証券アナリスト，独立系研究会社，そして，Association for Investment
Management and Researchを含んでいる。
＊「政府」には，Office of Thrift Supervision，Comptroller of the Currency Administrator，the Federal Deposit Insurance Corpora-
tion，U.S.Senator Richard Shelby，そして，the U.S. Senateを含んでいる。
＊「その他」には，法律事務所，プロの評価者，the Consumer Federation of America，the National Association of REITs，the
Actuarial Association of America，the Institute of Management Accountants of Australia，そして，the Accounting Standards
Board, UKを含んでいる。
（出所）Anantharaman（2015）p.102,筆者翻訳。
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③ のれんの減損オンリー・アプローチ（impairment-only approach）を採用した場合，
のれんの減損を検証するうえで，信頼できる方法はあるか？（図表 2 Panel C）
まず，①「全ての企業結合は取得であると考えるか？」という質問に対して，有効回答
数 203件のうち，約 49％（100件）が「ノー」と回答している。産業界については，産業
界全体の回答数 85件のうち，約 60％（51件）が「ノー」と回答している（他に，「イエ
ス」12件，「ノーコメント」22件）。
このうち，ハイテクノロジー企業については，当該企業全体の回答数 37件のうち，約
73％（27件）が「ノー」と回答している（他に，「イエス」5件，「ノーコメント」5件）。
そして，「ノー」と回答したハイテクノロジー企業のうちの約 48％（13件）が，経済的影
響から反対であるとの意見を示している。さらに，金融関係の企業全体の回答数 41件の
うち，約 54％（22件）が「ノー」と回答している（他に，「イエス」9件，「ノーコメン
ト」10件）。また，会計事務所のうち，5大会計事務所（ビッグ 5）については，全ての
事務所が「ノー」と回答している。投資銀行と証券アナリストは，総回答数 11件のうち，
約 55％（6件）が「ノー」と回答している（他に，「イエス」4件，「ノーコメント」1
件）。一方，学者においては，回答総数 12件のうちの約 83％（10件）が「イエス」と回
答し（他に，「ノーコメント」2件），全ての企業結合を取得として捉えている学者が多い
ことが分かる（図表 2 Panel Aを参照）。ここで，「全ての企業結合は取得であると考える
か？」という質問に対して，全産業界とビッグ 5の多くは「ノー」と回答している。これ
は，彼らが，企業結合の本質を，パーチェス法を重視した取得のみならず，持分プーリン
グ法を重視した合併も支持していたことを暗示している。また，学者は，全て「イエス」
と回答しているが，これは，彼らが，持分プーリング法の濫用を真摯に受け止めているこ
とを暗示しているように思える。
つぎに，②「認識されたのれんは，どのように扱うべきか？」という質問については，
Anantharaman（2015）は，「減損オンリー」「減損を伴う償却」「即時の費用化」「ノーコメ
ント」という，四つのカテゴリーに分けて，回答の分析をしている。203件の有効回答数
のうち，「減損を伴う償却」と「ノーコメント」が約 37％（75件，76件）で，「減損オン
リー」を支持したのは約 15％（30件）のみであった。ここで，「認識されたのれんは，ど
のように扱うべきか？」という質問に対して，全産業界の多く－主としてハイテクノロ
― ９ ―
ジー産業の多く－は「ノーコメント」と回答している。これは，持分プーリング法を支持
する彼らの立場からすれば，パーチェス法の結果生じたのれんの会計処理に関して，意見
を差し控えているものと筆者は推測する（図表 2 Panel Bを参照）。
最後に，③「のれんの減損オンリー・アプローチを採用した場合，のれんの減損を検証
するうえで，信頼できる方法はあるか？」という質問に対して，203件の有効回答数のう
ち，約 72％（147件）が「ノーコメント」との意見を示している。産業界については，産
業界全体の回答数 85件のうち，約 79％（67件）が「ノーコメント」との意見を示してい
る。このうち，ハイテクノロジー企業については，37件のハイテクノロジー企業全体の
回答数のうち，約 84％（31件）が，同じく「ノーコメント」との意見を示している。こ
こで，「のれんの減損オンリー・アプローチを採用した場合，のれんの減損を検証するう
えで，信頼できる方法はあるか？」という質問に対して，多くの者は「ノーコメント」と
図表 2 Panel A Anantharamanのコメント・レター集計図 Table 2
ED201における特定問題への回答
Panel A : ED201 Issue 3 : 全ての企業結合は取得であると考えるか？
「イエス」と
回答した
者の数（％）
「ノー」と
回答した
者の数（％）
「ノーコメン
ト」と回答し
た者の数（％）
「ノー」と回答した者の数（％）
経済的影響
に反対
概念的な理由
財務諸表の発行人
全産業界 12（14％） 51（60％） 22（26％） 22（43％） 14（27％）
ハイテクノロジー産業 5（13.5％） 27（73％） 5（13.5％） 13（48％） 6（22％）
その他 7（15％） 24（50％） 17（35％） 9（38％） 8（33％）
金融関係の企業 9（22％） 22（54％） 10（24％） 11（50％） 8（36％）
公益事業 2（22％） 5（56％） 2（22％） 2（40％） 1（20％）
会計事務所
全回答者 12（43％） 9（32％） 7（25％） 0（0％）
ビッグ 5 0（0％） 5（100％） 0（0％） 0（0％） 0（0％）
ビッグ 5以外 12（52％） 4（17％） 7（31％） 0（0％） 0（0％）
財務諸表の利用者とその他のグループ
投資銀行と証券アナリスト 4（36％） 6（55％） 1（9％） 3（50％） 1（33％）
学者 10（83％） 0（0％） 2（17％） ― ―
個人 2（40％） 1（20％） 2（40％） 0（0％） 1（100％）
政府 1（20％） 3（60％） 1（20％） 2（67％） 0（0％）
その他 4（57％） 3（43％） 0（0％） 2（67％） 1（33％）
全回答者 56（28％） 100（49％） 47（23％） 42（42％） 26（26％）
＊回答者の「カテゴリー」は，図表 1での分類によっている。
（出所）Anantharaman（2015）p.103, 筆者翻訳。
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「ノー」と回答している。これは，減損オンリー・アプローチが，測定方法の客観性を確
保できるのかという懸念の表明であることを暗示していると，筆者には考えられる（図表
2 Panel Cを参照）。
図表 2 Panel B Anantharamanのコメント・レター集計図 Table 2
ED201における特定問題への回答
Panel B : ED201 Issues 6b-c : 認識されたのれんは，どのように扱うべきか？
「減損オン
リー」と回
答した者の
数（％）
「減損を伴
う償却」と
回答した者
の数（％）
「即時の費
用化」と回
答した者の
数（％）
「ノーコメ
ント」と回
答した者の
数（％）
財務諸表の発行人
全産業界 18（21％） 23（27％） 7（8％） 37（44％）
ハイテクノロジー産業 5（14％） 6（16％） 6（16％） 20（54％）
その他 13（27％） 17（35.5％） 1（2％） 17（35.5％）
金融関係の企業 5（12％） 15（37％） 6（15％） 15（36％）
公益事業 3（33％） 5（56％） 0（0％） 1（11％）
会計事務所
全回答者 0（0％） 17（61％） 4（14％） 7（25％）
ビッグ 5 0（0％） 5（100％） 0（0％） 0（0％）
ビッグ 5以外 0（0％） 12（52％） 4（17％） 7（31％）
財務諸表の利用者とその他のグループ
投資銀行と証券アナリスト 2（18％） 6（55％） 1（9％） 2（18％）
学者 1（8％） 6（50％） 1（8％） 4（34％）
個人 0（0％） 0（0％） 3（60％） 2（40％）
政府 0（0％） 2（40％） 0（0％） 3（60％）
その他 1（14％） 1（14％） 0（0％） 9（72％）
全回答者 30（15％） 75（37％） 22（11％） 76（37％）
＊回答者の「カテゴリー」は，図表 1での分類によっている。
（出所）Anantharaman（2015）p.103,筆者翻訳。
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3．議会による公聴会と PAC活動
FASBの持分プーリング法を廃止するという提案については，すぐに，議会８で議論さ
れることになった。この問題について，2000年 3月と 5月の二度にわたって公聴会が開
かれたが，すでに多くの企業や産業界の団体（industry associations）は，ED 201への反対
を，FASBが開いた公聴会に対するコメント・レターの提出もしくは証言という形で表明
していた（Ramanna, 2015, p.46）。
まず，2000年 3月，上院議会の委員会による第一回の公聴会９が開催され，IT業界の世
8 本稿における「議員」と「議会」は，それぞれ，「連邦議員」と「連邦議会」を意味している。
9 この議会による公聴会は，持分プーリング法を廃止した場合の経済への影響を評価するために開かれた
（Marsan, 2001, p.8）。
図表 2 Panel C Anantharamanのコメント・レター集計図 Table 2
ED201における特定問題への回答
Panel C : ED201 Issue 7b : のれんの減損オンリー・アプローチを採用した場合，のれんの減損を検証する
うえで，信頼できる方法はあるか？
「イエス」と回答
した者の数（％）
「ノー」と回答し
た者の数（％）
「ノーコメント」
と回答した者の
数（％）
財務諸表の発行人
全産業界 9（10.5％） 9（10.5％） 67（79％）
ハイテクノロジー産業 2（5％） 4（11％） 31（84％）
その他 7（15％） 5（10％） 36（75％）
金融関係の企業 3（7％） 5（12％） 33（81％）
公益事業 2（22％） 1（11％） 6（67％）
会計事務所
全回答者 1（4％） 13（46％） 14（50％）
ビッグ 5 0（0％） 4（80％） 1（20％）
ビッグ 5以外 1（4％） 9（39％） 13（57％）
財務諸表の利用者とその他のグループ
投資銀行と証券アナリスト 2（18％） 5（46％） 4（36％）
学者 0（0％） 2（17％） 10（83％）
個人 0（0％） 1（20％） 4（80％）
政府 0（0％） 1（20％） 4（80％）
その他 2（29％） 0（0％） 5（71％）
全回答者
19（9％） 37（18％） 147（73％）
＊回答者の「カテゴリー」は，図表 1での分類によっている。
（出所）Anantharaman（2015）p.103,筆者翻訳。
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界のリーダーであると自負している Cisco Systems社の副社長 Dennis Powellは，つぎのよ
うに FASBの提案に対しての反対意見を表明している１０。
1970年においては，取得対価の大半は有形資産に配分されたが，今日の知識（無形資
産）を基礎とする会社では，Ｍ＆Ａによる取得対価の大半は，無形資産に配分される。例
えば，1993年から Cisco Systems社では，50の会社を 190億ドルで取得したが，このうち
5％の 9億ドルのみが，有形資産に配分され，残りの 95％にあたる 180億ドルが無形資
産もしくはのれんに配分されている。FASBの提案は，パーチェス法の抱える問題を解決
していないまま，すべての取得にパーチェス法の適用を強制するものである。現実には，
のれんの価値は，合併の成功に基づくものであり，時間の働き（function of time）に基づ
くものではない。FASBはこの提案を劇的に変えないならば，IT業界は，技術開発を止め，
資本形成を妨げ，そして，雇用創出を遅らせることになるだろう（Committee on Banking,
Housing, & Urban Affairs United States Senate, 2000, pp.19-20）。また，この日，Powellのほ
かに，8名が証言を行ったが，FASBの議長 Edmund Jenkinsを除いたすべてが，FASBの
提案に反対した（Ramanna, 2015, p.38）。
また，この公聴会において，FASBは，議会に対して，自らの決定をするにあたり，
ED 201の経済的な影響を調査していないと述べた。すると，この FASBの発言に対して，
11名の上院議員が FASBの Jenkins議長に対して，FASBは行動を起こす前に，その問題
について調査するべきであるという内容の手紙を送った（Cisco Systems HP, 2000）。この
ように，FASBに対するほとんどすべての議会での圧力は，持分プーリング法を支持する
企業の利益を支援するものであった。
さらに，つづけて，この公聴会においては，議員も企業の利益を支援するべく個人的に
10 現在においても，Cisco Systems社は，自社の HPに，当時の副社長であった Powellの FASBの提案に対
する反対意見，会社としての反対意見の根拠および FASBに持分プーリング法を維持させるようにするため
の自社の活動の内容，さらには，企業結合会計基準が問題となった背景や FASBの提案が経済に与える影響
などについての見解を掲載している。
この HP上において，Powellは，持分プーリング法を廃止する FASBの提案は，技術開発を止め，そし
て，米国の競争上の優位を壊すだろう。過去 5年間において，米国の驚異的な経済成長の 1/3以上を占める
情報テクノロジー企業にとって，持分プーリング法は，極めて重要であると主張している。そして，Cisco
Systems社は，持分プーリング法の維持を支持し，SECと FASBに対して，行動を起こす前に，FASBの提
案が，米国経済に対してもたらす変化の影響について，重要な既存の分析を完了させるべきであるとの意見
を表明している（Cisco Systems HP, 2000,「FASB-Global Policy and Government Affairs（GPGA）」）。
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発言を行っている。テキサス州の上院議員 Phil Grammは，この FASBの提案による〔企
業などの〕犠牲者からの聞き取り結果について述べ，そして，上院議員 Gramm自身もこ
の提案に反対であると述べた（Ramanna, 2015, p.46）。この上院議員 Grammは，企業結合
会計基準の設定以外にも，FASBの会計基準案に対する反対を示している議員である。こ
の上院議員 Grammは，1990年代のストック・オプションに関する会計基準の設定過程に
おいても，上院議員の Joe Liebermanを含む合計 15名の議員とともに，1994年 5月に，
FASBの公開草案に反対する上院所見表明決議を修正動議として提出するなど，会計基準
の設定主体に対し圧力をかける行動を行っている（椛田，2018a，70頁を参照）。また，
この公聴会では，上院議員 Gramm以外の議員，ニューヨーク州の下院議員 Rick Lazioや
ルイジアナ州の下院議員 Billy Tauzinなども，FASBの提案に対して反対意見を述べた
（Ramanna, 2015, p.46）。
2000年 5月 4日に開催された，下院議会の小委員会での第二回となる公聴会において
も，Powellは，再び持分プーリング法を維持するために証言をした。Powellによれば，
持分プーリング法は，批判されているが，資本結合の業績結果としての経済的な実態を表
すことにおいて，パーチェス法より問題が少ないと理解している。持分プーリング法の下
では，取得企業は，単純に取得した企業のすべての資産と負債の簿価を自身の資産と負債
に加えるだけであり，のれんは認識されない（Ramanna, 2015, pp.38-39）。また，Powell
は，パーチェス法の最も重要な欠点は，のれんを資産として貸借対照表に計上することで
ある（Subcommittee on Finance and Hazardous Materials of the Committee on Commerce
House of Representatives, 2000, p.81）とも訴えている。そして，その証言の内容は，Pow-
ellが 1999年 12月に FASBに対して送ったパブリック・レターの内容と驚くような変化
はなく，持分プーリング法を廃止することに対しての懸念を表明するものだった（Ra-
manna, 2015, p.38）。
また，Cisco Systems社は，持分プーリング法を維持するための自社の活動について，
当社は，この重要な問題に対応するために，米国のハイテクノロジー産業界のロビイング
団体である TechNet１１（Technology Network）とその他の団体に参加している。そして，
11 TechNetの HPでは，「TechNet」とは，イノベーション経済の成長を促進するハイテクノロジー企業の
CEOと上級役員の全国的，超党派的なネットワークである。我々は，イノベーションの風土を育成する政
策，そして，米国のハイテク産業の繁栄を可能にする競争のために戦う組織であるとして，その団体の概要
が述べられている（TECHNET HP, 2018,「About Us」）。
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Cisco Systems社は，FASBの提案－持分プーリング法の廃止－に対応するために，他企業
とともに，New Economy Two Thousand Coalition（NETT連合と略称）にも参加している。
NETT連合とは，FASBを教育し，そして，経済に関する提案がもたらす影響について，
政策立案するために働く組織である（Cisco Systems HP, 2000）と説明している。
このように，持分プーリング法を廃止するという FASBによる提案は，Cisco Systems
社１２のような大部分をＭ＆Ａによる取得によって成長してきた企業を中心に批判された。
また，この公聴会において，カリフォルニア州の下院議員 Dooley Calvinは，持分プー
リング法を廃止する方向に進む前に，立ち戻るべきであり，企業の価値を決める場合に
は，企業にとって最も効率的な方法となるように，広い文脈から検討するべきであると主
張した。また，彼は，ピースミール・アプローチが取られることをとても心配している
（Subcommittee on Finance and Hazardous Materials of the Committee on Commerce House of
Representatives, 2000, p.63）と発言し，FASBの会計基準の設定方針について批判してい
る。
これらの議員による議会への介入に関し，Ramanna（2015）は，企業などの利害関係者
が，自らの利益の追求のために，ロビイング活動を行っていることと，企業などの利害関
係者が，政治活動委員会（Political Action Committee／PACと略称）を通じた議員などへ
の資金提供，つまり，PACマネーの寄附１３を行っていることにも注目をしている（cf : Ra-
manna, 2015, pp.47-50）。
そこで，議員など政治家への資金提供の問題，なかでも，PACからの寄附について，
ここで触れておく。グラスルーツ・デモクラシー（grassroots democracy : 草の根民主主
義）で知られる米国の民主主義においては，昔から個人の政治参加が重要視されている。
個人献金は，政治資金の主要な供給源となっており，ダイレクト・メールや大規模なパー
ティーなど，個人献金を組織的に集める手法も発達している。一方，企業による寄附は
1907年から，労働組合による寄附も 1940年代から禁止されている。そこで，企業や労働
組合は，政治活動のための分離基金（Separated Segregated Fund／SSF，いわゆる PAC）を
設立し，その構成員などから個人献金を集積して間接的に寄附を行うことが合法化されて
12 Cisco Systems社は，1990年の株式公開後，1993年に最初のＭ＆Ａによる取得を行った。そして，2000年
までに，75社を 360億円超で購入し，ほとんどの取引で，技術や人的資源などの無形資産を獲得している
（Ramanna, 2015, p.39）。
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きた（桐原, 2004, 1頁）。当初 PACは，合法か非合法かあやふやな存在であったが，1974
年の連邦選挙運動法の改正で合法性が認められると，企業や労働団体，社会団体などがつ
ぎつぎに PACを作るようになり，今やその数は 4,000とも 5,000ともいわれる。そして，
それらの PACが莫大な政治資金を抱え，自分達の政策に都合の良い議員達に献金してい
る（藤本・反町, 2004, 29頁）。このように，PACによる寄附の影響力は，今後も増大す
ることが予想され（藤本, 1999, 57頁），また，会計基準の設定過程においても，その影響
力は増大すると思われる。
また，Ramanna（2015）は，図表 3によって示された（A）から（D）の議会による四
つの介入に注目をしている。そして，議会による四つの介入とは，つぎの四つを指してい
る（Ramanna, 2015, p.47 ; Ramanna, 2008, pp.257-260 ; 図表 3を参照）。
（A） 2000年 3月の上院議会による公聴会
（B） 2000年 5月の下院議会による公聴会
（C） 2000年 10月の下院議会による無形固定資産会計の連邦委員会
（Federal Commission on Intangibles Acounting）を作るための法案
（D） 2000年 10月の上院議員による FASBの公開草案 ED201の一時停止を求める手紙
13 PACとは，より正確にいえば，企業，労組，業界団体，イデオロギー団体などが特定の政治家を支援す
るために組織した，政治資金の「再配分機関」であって，それは幅広く個々人から寄附金を募り，支持する
議員，候補者または政党へと献金する資金調達のための政治団体である。PACは，その急増ぶりも注目さ
れるが，献金する総額に関して事実上規制がなく，豊富な資金を背景に今や米国の政治に大きな影響力を及
ぼしている。PACは，今日では，政治資金の提供や独自の活動を通じて，選挙運動や立法過程にも介入す
る一種の圧力団体と化している（藤本, 1999, 57-58頁）。
そして，米国では，企業や労組は，政治家に対して直接献金することを禁止している。個人からの献金
は，一年間で総額 25,000ドルまで認められる。このうち，一つの PACに対する個人の献金は，年間 5,000
ドルまでとなっている。他方，PACから一人の候補者に対する献金は，原則として一回の選挙につき 1,000
ドルまでとなっている。しかし，設立後六か月以上存続し，50名以上の個人から寄附を集め，さらに五名
以上の候補者に献金した PACは，「多数候補者 PAC」へと格付けが改められ，原則を超えて一回の選挙に
つき，5,000ドルまでの献金が認められている。したがって，予備選挙と本選挙は各々，別個の選挙とみな
されるため，多数候補者 PACの場合には，予備選挙→本選挙と続けば，合計 10,000ドルまでの献金が可能
である。また，献金できる候補者の数には限度が設けられていないために，事実上，一つの PACが支出す
る献金の額にも何ら制限はない。また，一つの企業は，その幹部の個人名を使用して，いくつも PACを設
立することも可能である（藤本, 1999, 60-62頁）。
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この（A）から（D）の議会による介入は，持分プーリング法支持企業からの PACマ
ネーに結び付いている（Ramanna, 2008, p.259）と指摘され，PACマネーを通じた議員な
どへの資金提供が分析されている。Ramanna（2008）は，持分プーリング法を支持するグ
ループのなかで，PACマネーの寄附額が多額であるグループ（top givers among propooling
groups）の例として，Arthur Andersen, Citigroup, Eli Lilly１４, General Electric, Goldman Sachs,
Morgan Stanley, PricewaterhouseCoopers, National Venture Capital Association（Ramanna,
2015, p.49）といった，ビッグネームをあげている。このように，持分プーリング法を支
持する利害関係者には，大手監査法人や金融関係の企業，投資銀行など，経済社会に大き
な影響力をもつ者が多いことが顕著に表れていると思われる。
また，持分プーリング法を支持する議員のうち，持分プーリング法を支持する企業の
PACから寄附を多額に受けた議員のグループ（top recipients among propooling congressper-
sons）の例として，後に SECの議長になったカリフォルニア州下院議員 Chris Cox，カリ
フォルニア州下院議員 Anna Eshoo，ヴァージニア州下院議員 Bob Goodlatte，テキサス州
上院議員 Phil Gramm，コネチカット州上院議員 Joe Lieberman，ニューヨーク州上院議員
Chuck Schumerの 6名の議員の名前があげられている（Ramanna, 2015, p.49）。
ここで，重要な点は，Ramanna（2015）が指摘しているように，持分プーリング法を支
持する企業からの PACマネーを多額に受領した上記 6名の議員のうち，後に SECの議長
になったカリフォルニア州下院議員 Chris Cox，カリフォルニア州下院議員 Anna Eshooお
よびヴァージニア州下院議員 Bob Goodlatteの 3名が，合計 13名の下院議員の連名で，
SECに対して，FASBの行っている企業結合会計基準の設定を，一時保留させるように求
める法案を，下院議会に提出している１５ことである。そして，一見すると，Ramanna
（2015）が指摘する PACマネーを多額に受領した議員の半分（6名中 3名）のみが法案の
議会提出に参加しているように思えるが，法案が実際に提出されたのは，下院議会である
ので，下院議員（3名）にしか法案の提出権限はない。よって，実際には，PACマネーを
多額に受領した下院議員の全員が，法案提出に参加していることになる（図表 4と図表 5
を参照）。
14 「Eli Lilly（イーライリリー）」は，米国の国際的な製薬企業である（日本イーライリリー株式会社 HP，
2018，「会社情報」）。
15 この下院議員 Coxらによる下院議会への法案提出については，後に触れることとする。
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また，Ramanna（2015）の分析とは別に，筆者は，持分プーリング法を支持する企業な
どの利害関係者から，議員に対する PACマネーの寄附について分析を行った。そこで，
先に述べた 2000年 3月の上院議会での公聴会において，FASBの会計基準案に対する反
対意見を述べ，かつ，2000年 10月に，議会に対して，FASBが行っている企業結合に関
する会計基準の設定を一時保留にするように求める法案の提出をしたメンバーの一人であ
る，ルイジアナ州の下院議員 Billy Tauzinへの PACマネーの寄附に注目をした（図表 6
図表 4 下院議会に法案を提出した 13名の下院議員と PACマネーの寄附を多額に受けた議員
13名の下院議員名 政党 州 PACマネーの寄附を多額に受けた議員
Mr.Cox 共和党 カリフォルニア ○
Mr.Bliley 共和党 ヴァージニア
Mr.Tauzin 民主党 ルイジアナ
Mr.Dreier 共和党 カリフォルニア
Mr.Davis 共和党 ヴァージニア
Mr.Goodlatte 共和党 ヴァージニア ○
Mr.Weller 共和党 イリノイ
Mr.Dooley 民主党 カリフォルニア
Ms.Eshoo 民主党 カリフォルニア ○
Mr.Moran 民主党 ヴァージニア
Mr.Smith 民主党 ワシントン
Mr.Crowley 民主党 ニューヨーク
Mr.Gonzalez 民主党 テキサス
共和党 6
民主党 7
（出所）Ramanna（2015）p.49を参考に，筆者作成。
図表 5 持分プーリング法支持企業の PACマネーを多額に受領した上位 6名の議員と下院議会
への法案提出
議員名 上院/下院 政党 州 下院議会への法案提出
Mr.Cox 下院議員 共和党 カリフォルニア ○
Ms.Eshoo 下院議員 民主党 カリフォルニア ○
Mr.Goodlatte 下院議員 共和党 ヴァージニア ○
Mr.Phil Gramm 上院議員 共和党 テキサス
Mr.Joe Lieberman 上院議員 民主党 コネチカット
Mr.Chuck Schumer 上院議員 民主党 ニューヨーク
（出所）Ramanna（2015）p.49を参考に，筆者作成。
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を参照）。
FASBが 1996年 8月に，企業結合会計をアジェンダに設定した後の，1997-1998年の選
挙期間に，Tauzin議員は，持分プーリング法を支持し，そして，PACマネーの寄附額が
多額であるグループにあげられていた PricewaterhouseCoopersから 15,000ドルの寄附を受
けている。この PricewaterhouseCoopersは，この選挙期間のなかで，Tauzin議員に対する
第一位の寄附者である。また，Tauzin議員は，持分プーリング法を支持する企業として
あげられていた Arthur Andersen（Andersen Worldwide）から 8,000ドル，Citigroupから
5,050ドル，Morgan Stanleyから 4,000ドルの寄附を受けている。そして，この期間には，
先の PricewaterhouseCoopers以外の KPMGや Ernst＆Youngといった大手会計事務所から
も 10,000ドル，6,500ドルの寄附をそれぞれ受けている。さらには 2000年 9月に，FASB
と，のれんについて，減損オンリー・テストを実行することの利点について議論していた
とされる会社の一つであり，かつ，持分プーリング法を支持する企業でもある UPS
（United Parcel Service）社からも 5,000ドルの寄附を受けている。そして，ハイテクノロ
ジー業界のロビイング団体である TechNetからも，Tauzin議員に対して，9,670ドルの寄
附が行われている（OpenSecrets.org - Center for Responsive Politics, 2018 ; 図表 6を参照）。
つぎに，このハイテクノロジー業界のロビイング団体である TechNetの PACマネーの
寄附の内容についてみていく。FASBによる 1996年 8月の企業結合会計のアジェンダ設
定後の 1997-1998年の選挙期間に，TechNetは，合計で 74,060ドルを，合計 27名の議員
の候補者に対して寄附している（図表 7を参照）。
このうち，先の法案の起草メンバーである 13名の議員に対する寄附については，
Tauzin議員には一番多い 9,670ドル，Cox議員には 8,220ドル，Smith議員には 978ドル
を寄附している。
また，TechNetは，FASBによって，持分プーリング法の廃止が提案された ED 201が
公表された 1999年 9月を含む 1999-2000年の選挙期間には，合計で 147,408ドル，合計
59名の議員の候補者に寄附をし，前の選挙期間である 1997-1998年に比べて，寄附の合
計金額，寄附をした議員の候補者数ともに，倍近くなり，その規模が急増している（図表
8を参照）。さらに，この期間における，先の法案の起草メンバーである 13名の議員に対
する寄附については，Dooley議員には 5,000ドル，Smith議員には 3,000ドル，Dreier議
員には 1,879ドル，Goodlatte議員には 1,853ドルおよび Cox議員には 1,153ドルを寄附し
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図表 6 下院議員 Billy Tauzinへの PACマネーの寄附
＜ルイジアナ州下院議員 Billy Tauzinへの上位 20の寄附者（選挙期間：1997－1998年）＞
ランク 寄附者 寄附金額合計 個人 PACｓ
1 PricewaterhouseCoopers $15,000 $0 $15,000 ★
2 National Assn of Broadcasters $10,500 $500 $10,000
3 AFLAC Inc $10,000 $0 $10,000
3 GTE Corp $10,000 $0 $10,000
3 KPMG LLP $10,000 $0 $10,000 ★
6 TechNet $9,670 $0 $9,670 ★
7 SBC Communications $9,000 $0 $9,000
8 Andersen Worldwide（Arthur Andersen） $8,000 $0 $8,000 ★
9 Ernst & Young $6,500 $0 $6,500 ★
10 AT & T $6,000 $0 $6,000
10 Bell Atlantic $6,000 $0 $6,000
10 Phillip Morris $6,000 $0 $6,000
13 Hooper, Hooper et al $5,859 $5,859 $0
14 Cassidy & Assoc $5,664 $5,350 $314
15 BellSouth Corp $5,500 $500 $5,000
15 Cameco Industries $5,500 $5,500 $0
17 Entergy Corp $5,250 $0 $5,250
18 Citigroup Inc $5,050 $0 $5,050 ★
19 American Bankers Assn $5,000 $0 $5,000
19 American Health Care Assn $5,000 $0 $5,000
19 Independent Insurance Agents of America $5,000 $0 $5,000
19 Institute of Scrap Recycling Industries $5,000 $0 $5,000
19 Morgan Stanley Dean Witter & Co $5,000 $1,000 $4,000 ★
19 National Assn of Life Underwriters $5,000 $0 $5,000
19 National Assn of Realtors $5,000 $0 $5,000
19 National Auto Dealers Assn $5,000 $0 $5,000
19 United Parcel Service $5,000 $0 $5,000 ★
$184,493 $18,709 $165,784
（出所）Center for Responsive Politics HP（2018）のデータを基に，筆者作成。
・上記の下院議員 Billy Tauzinへの PACマネーの寄附の集計対象は，Campaign Committeeのみであり，Leadership PAC
への寄附は集計の対象外としている。
・この図表において，星印（★）を付している寄附者は，Ramanna（2015）によって，持分プーリング法を支持し，か
つ，PACマネーの多額の寄附グループにあげられていた者，また，持分プーリング法を支持していたとされる企業や
業界団体および会計事務所などである。
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図表 7 TechNetによる連邦議会議員の候補者への PACマネーの寄附（1997－1998年）
Total: $74,060
連邦議会議員の候補者 寄附総額
Tauzin, Billy（R-LA） $9,670 ★
Bayh, Evan（D-IN） $9,532
Cox, Christopher（R-CA） $8,220 ★
Daschle, Tom（D-SD） $8,021
Fong, Matt（R-CA） $5,661
Hatch, Orrin G（R-UT） $4,997
Gephardt, Richard A（D-MO） $4,450
D'Amato, Alfonse M（R-NY） $3,663
White, Rick（R-WA） $3,314
Tauscher, Ellen（D-CA） $2,458
Boxer, Barbara（D-CA） $2,271
Reid, Harry（D-NV） $1,963
Wyden, Ron（D-OR） $1,833
Dodd, Chris（D-CT） $1,000
Leahy, Patrick（D-VT） $1,000
Smith, Adam（D-WA） $978 ★
Kerrey, Bob（D-NE） $941
Lofgren, Zoe（D-CA） $835
Abraham, Spencer（R-MI） $810
Breaux, John（D-LA） $500
Murray, Patty（D-WA） $450
Schumer, Charles E（D-NY） $306
Bond, Christopher "Kit"（R-MO） $305
Burns, Conrad（R-MT） $267
Braun, Carol Moseley（D-IL） $246
Riggs, Frank（R-CA） $200
Ball, Charles Jokl（R-CA） $169
合計 27名 $74,060
（出所）Center for Responsive Politics HP（2018）のデータを基に，筆者作成。
・この図表において，星印（★）を付している連邦議会議員の候補者は，FASBによる企業結合会計基準の設定
の一時保留を求める法案の起草メンバーである。
・（ ）内は，各候補者の所属政党と立候補している地区を示している。
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ている。また，寄附の金額は少額であるが，Goerge W. Bush元大統領１６に 4,791ドル，Al
Gore元副大統領１７に 999ドルを寄附している。そして，この Gore元副大統領は，この
2000年に大統領選挙に出馬している。さらに，Hillary Clinton議員１８にも 3ドル（OpenSe-
crets.org - Center for Responsive Politics, 2018 ; 図表 8を参照）が寄附されている。
Ramanna（2015）による分析によれば，民主党議員は，持分プーリング法をより支持す
図表 8 TechNetによる連邦議会議員の候補者への PACマネーの寄附（1999－2000年）
Total: $147,408
連邦議会議員の候補者 寄附総額
Cunneen, James F（R-CA） $10,011
Robb, Charles S（D-VA） $9,483
Bingaman, Jeff（D-NM） $8,687
Gorton, Slade（R-WA） $7,520
Hatch, Orrin G（R-UT） $7,329
Abraham, Spencer（R-MI） $7,000
Roth, William V Jr（R-DE） $6,000
Dooley, Cal（D-CA） $5,000 ★
Bush, George W（R） $4,791
Frist, Bill（R-TN） $4,390
Eshoo, Anna（D-CA） $4,127 ★
Lofgren, Zoe（D-CA） $4,019
Snowe, Olympia（R-ME） $3,810
Lazio, Rick A（R-NY） $3,041
Ashcroft, John（R-MO） $3,000
Smith, Adam（D-WA） $3,000 ★
Honda, Mike（D-CA） $2,993
Crane, Phil（R-IL） $2,909
Feinstein, Dianne（D-CA） $2,906
Harman, Jane（D-CA） $2,803
Carnahan, Mel（D-MO） $2,680
Rogan, James E（R-CA） $2,500
Schiff, Adam（D-CA） $2,500
Tauscher, Ellen（D-CA） $2,500
Lieberman, Joe（D-CT） $2,188
McCain, John（R-AZ） $2,097
Dreier, David（R-CA） $1,879 ★
Goodlatte, Bob（R-VA） $1,853 ★
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16 Goerge W. Bush元大統領は，2000年の大統領選挙に出馬・当選し，米国の大統領に就任している。
17 Al Gore元副大統領は，Bill Clintonのもとで副大統領を務めたが，2000年に大統領選挙にも出馬した。そ
して，Goerge W. Bush元大統領との闘いに敗れ落選している。
18 Hillary Clinton議員は，1993年から 2001年まで米国のファースト・レディであり，かつ，2000年にニ
ューヨーク州の上院議員選挙に出馬し，当選している。
Larsen, Rick（D-WA） $1,500
Nelson, Ben（D-NE） $1,500
Franks, Bob（R-NJ） $1,465
Frost, Martin（D-TX） $1,260
Cox, Christopher（R-CA） $1,153 ★
Kerrey, Bob（D-NE） $1,088
Boucher, Rick（D-VA） $1,000
Burns, Conrad（R-MT） $1,000
Dunn, Jennifer（R-WA） $1,000
Hill, Baron（D-IN） $1,000
Inslee, Jay R（D-WA） $1,000
Jeffords, James M（R-VT） $1,000
Kennedy, Edward M（D-MA） $1,000
Kolbe, Jim（R-AZ） $1,000
Kuykendall, Steven T（R-CA） $1,000
Lugar, Richard G（R-IN） $1,000
Nelson, Bill（D-FL） $1,000
Rangel, Charles B（D-NY） $1,000
Roemer, Tim（D-IN） $1,000
Stabenow, Debbie（D-MI） $1,000
Watts, J C Jr（R-OK） $1,000
Gore, Al（D） $999
Allen, George（R-VA） $994
Smith, Derek W（R-UT） $371
Dodd, Chris（D-CT） $303
Brack, Andy（D-SC） $279
Cantwell, Maria（D-WA） $193
Sessions, Pete（R-TX） $176
Hutchison, Claude B Jr（R-CA） $84
Minge, David（D-MN） $24
Clinton, Hillary（D-NY） $3
合計 59名 $147,408
（出所）Center for Responsive Politics HP（2018）のデータを基に，筆者作成。
・この図表において，星印（★）を付している連邦議会議員の候補者は，FASBによる企業結合会計基準の設定
の一時保留を求める法案の起草メンバーである。
・（ ）内は，各候補者の所属政党と立候補している地区を示している。
―２４―
る傾向がある。その理由は，ハイテクノロジー企業が支持する有力な民主党の下院議員達
（例えば，カリフォルニア州，コネチカット州，ニューヨーク州）は，持分プーリング法
を支持している（Ramanna, 2015, p.50）からである。この点を裏付けるかのように，2000
年 10月に，議会に対して法案を提出した 13名の下院議員のうち，半数を超える 7名の議
員が，民主党の議員である（図表 4を参照）。
4．FASBへの減損オンリー・アプローチの提案
ED 201に対して，コメント・レターや議会の圧力がある間に，のれんに対する減損オ
ンリー・アプローチ（impairment-only approach）が，企業などの利害関係者から，FASB
に対して提案されていた。そして，2000年 5月の下院議会での公聴会のすぐ後，FASBと
利害関係者との一回目の会議として，FASBは，Morgan Stanley, Goldman Sachs, Arthur
Andersen, PricewaterhouseCoopersなどの持分プーリング法の維持を主張する組織の代表者
から意見を聞いた（Ramanna, 2015, p.51）。
Morgan Stanleyや Goldman Sachsは，投資銀行として，Ｍ＆Ａのアドバイザリー業務を
中核の業務としていたと思われ，このため，自らの重要な顧客であるとみられるハイテク
ノロジー企業などが有利となるように，FASBに対して，意見を主張していたものと推察
できる。また，Arthur Andersen, PricewaterhouseCoopersなどの大手会計事務所も，ハイテ
クノロジー企業など，持分プーリング法を利用したＭ＆Ａの実施によって成長してきた企
業を，自身の顧客に持っていたことが考えられる。そして，Morgan Stanleyや Goldman
Sachs同様に，自らの重要な顧客であるハイテクノロジー企業などが，Ｍ＆Ａを実施する
うえで有利となるように，FASBに対して意見を主張していたものと推測できる。
これに関して，会計事務所と企業の関係についての調査では，ビッグ 8という呼称が誕
生した 1980年代は，会計監査 8社の市場占有率にはすさまじいものがあり，1980年代初
期の数字で，ニューヨーク証券市場の上場企業の売上高総額の 94％，利益総額の 94％，
納税総額の 90％，従業員総数の 94％，資産総額の 94％を，8大会計事務所の顧客が占め
るようになった（広瀬, 2006, 132頁）。そして，国際的なビジネスを展開するほとんどの
国の企業監査は，米国の会計事務所が行っている（広瀬, 2006, 131頁）といわれる。
さらに，2000年 9月に，FASBと利害関係者との二回目の会議が開かれ，この会議にお
いて，FASBは，持分プーリング法の支持を主張していた American Business Conference,
―２５―
Cisco Systems, Merill Lynch, TechNet, UPS１９などの複数の組織から意見を聞いた。そして，
両会議－2000年 5月と 2000年 9月の会議－において，のれんについて，減損オンリー・
テストを実行することの利点について議論していた。ここでの議論では，のれんの減損の
評価は，主観性の高い手続きであるという意見がある一方，彼らは，取得後の期間におけ
る，のれんの減損は，取得企業の経営者によるのれんの公正価値の見積もりに基づいて決
定されるべきであると提案した（Ramanna, 2015, p.51）。
そして，2000年 10月，FASBが持分プーリング法廃止の考えを見直さないと思われた
とき，カリフォルニア州下院議員 Coxを代表とする 13名の議員（Mr.Cox, Mr.Bliley, Mr.
Tauzin, Mr.Dreier, Mr.Davis of Virginia, Mr.Goodlatte, Mr.Weller, Mr.Dooley of California, Ms.
Eshoo, Mr.Moran of Virginia, Mr.Smith of Washington, Mr.Crowley, Mr.Gonzalez）は，SEC
に対して，持分プーリング法を廃止する場合の経済への影響についての再調査が終了する
まで，持分プーリング法を廃止するという決定を，FASBに一時停止させるように指示す
る法案を提出した２０（Financial Accounting for Intangibles Reexamination（FAIR）Act，2000,
H.R.5365, 106th Congress 2nd Session）。そして，同じく 10月に，13名の上院議員から，
FASBに対して，会計基準案の保留を求める手紙が送られた（Ramanna, 2015, p.46）。
FASBは，下院議員 Coxらによる法案提出から約 2か月後の 2000年 12月に，パーチェ
ス法によるのれんの会計基準について，償却を行う代わりに，減損を行うという暫定的な
決定をした（Marsan, 2001, p.98）。このことは，Coxらによる法案提出が，のれんの償却
処理を減損処理へ変更した一要因となっていると推測できる。この動きに対して，ナショ
ナル・ベンチャー・キャピタル・アソシエーション（National Venture Capital Association
／NVCA）の公共政策担当の副社長 Paul Brownellは，我々は，FASBののれんの償却に対
19 「UPS（ユナイテッド・パーセル・サービス）」は，米国の世界最大級の運送会社である（United Parcel
Service of America, Inc., 2018,「Investor Relations - Corporate Profile」）。
20 米国の一般的な法案審議の流れは，法案が議会に提出されると，その提出議会（このケースでは，下院議
会）で審議が行われ，問題なく可決されたとしても，つぎに，その他の議会（このケースでは，上院議会）
の審議に付し，そこでも可決されることが必要となる。このため，法案が両院で可決されるには，一定の期
間が必要となる（詳しくは，American Center HP, 2018,「米国の統治の仕組み-連邦政府」を参照）。しかし，
この Cox下院議員らが提出した法案は，下院議会への法案提出が 2000年 9月，そのわずか二か月後に，
FASBは，暫定的ではあるが，自らが提案していたのれんの会計基準の方針を変更する決定をしている。こ
のことから，法案の審議結果を待たなくても，下院議員 Coxら 13名の法案の起草者は，その目的を果たし
たと考えられる。
―２６―
する考えの変化について勇気付けられたが，FASBの減損に関する提案について，いくつ
かの疑問がまだ残っている（Marsan, 2001, p.98）と語り，FASBの提案内容への懸念を引
続き示している。
また，FASBのこの暫定的な決定に対するハイテクノロジー業界の反応について，つぎ
のように語られている。ハイテクノロジー取引企業グループは，FASBが持分プーリング
法に替えてパーチェス法を導入するという彼らの考えを再考することは歓迎していたが，
持分プーリング法を廃止するということについては，依然として不満に思っていた。ロビ
イング活動団体である TechNetの弁護士 Kim Boylanは，我々は，持分プーリング法が残
るべきであるとまだ考えているし，持分プーリング法を廃止することは，経済に対して消
極的な影響を与えるであろうと考えている。ヨーロッパやアジア諸国では，まだ持分プー
リング法の利用が認められている（Marsan, 2001, pp.8, 98）と主張している。この Boylan
の発言にあるように，依然として，ハイテクノロジー業界では，持分プーリング法の廃止
の動きに対する反対が根強いことが窺える。
ハイテクノロジー企業の代表的存在ともいえる，Cisco Systems社の Powellも，我々は，
この時点において，持分プーリング法についてのどんな変化も必要ではないと語ってい
る。そして，Powellは，FASBによる，のれんに対して償却を求めることに替えて，減損
テストを行うことにするという提案を称賛したが，パーチェス法に関連する未解決の問題
が解決されるまで，持分プーリング法に変化を与えることは，時期尚早で逆効果となるで
あろう（Marsan, 2001, p.8）とも語っている。
5．ED201Rの公表とコメント・レター分析
後に SECの議長になった下院議員 Coxを中心とする議員による議会への法案提出
（2000年 10月）からわずか 4か月後の 2001年 2月，FASBは，のれんは償却せずに，の
れんを資産として認識するが，のれんには減損テストを実施するとする ED201Rを公表
した（FASB, 2001a, summary ; FASB, 2001a, para.9 ; Ramanna, 2015, pp.40-41）。つまり，
FASBは，この ED201Rにおいて，これまでの ED201での主張を変更し，のれんについ
て，定期償却を求めることをやめ，企業などの利害関係者の多くが FASBに対して提案を
していたように，のれんに対して減損テストだけを行うことを表明している。
ED201Rに先立って，FASBは，1999年 9月に公表した ED201に対して，200を超える
―２７―
コメントを受け取った。そして，FASBは，2000年 2月に 4日間にわたって公聴会を開催
したが，この公聴会には，43名の関係者が出席をして，それぞれの意見を述べた。また，
FASBは，2000年と 2001年に開催した ED201に関する 18回の公開会議において，利害
関係者などからのコメント・レターと公聴会での企業などからの証言の内容を検討した。
さらに，FASBは，2000年 10月と 11月に，14の企業と会談をし，のれんについて減損
テストを行うことについて，話し合った（FASB，2001 a，para.43）と述べている。
そして，FASBは，2000年 4月から 2001年 1月までの間に，我々は，ED201における
我々の提案を再考し，のれんに関する提案について，重要な変更を行った。この変更の内
容は，のれんについて，もはや償却をすることは求めず，のれんについて，他の資産とは
異なる方法での減損テストを求めるものであった（FASB, 2001a, p.i）と自ら述べている。
そして，FASBは，のれんに対する減損テストについては，レポーティング・ユニット
レベル（reporting unit level）で行い（FASB, 2001a, para.11），レポーティング・ユニット
ののれんについての減損の考慮は，レポーティング・ユニットののれんの準公正価値２１
（implied fair value of a reporting unit’s goodwill）が，レポーティング・ユニットののれん
の帳簿価額（carrying amount of a reporting unit’s goodwill）より小さくなったときに行う
と提案された（FASB, 2001a, para.19 ; 図表 10を参照）。また，のれんの準公正価値（im-
plied fair value of goodwill）とは，レポーティング・ユニットの公正価値が，レポーティ
ング・ユニットの認識した純資産（のれんを除く）の公正価値を超える部分である
（FASB, 2001a, paras.12,19）とされた。
FASBも述べているように，この ED201Rには，200を超えるコメント・レターが届い
た。また，回答をした企業の約 70％は，減損オンリー・アプローチを支持しており，14
％のみが持分プーリング法を支持していた（Ramanna, 2015, p.51）２２。そして，同時に，持
分プーリング法を維持するという議会の関心は衰え，ED201Rに対する議員からのコメン
21 「implied fair value」については，「黙示的公正価値」や「暗示的公正価値」などと訳されている場合があ
る。しかし，これに関連する用語としての「implied contract」という用語が，「準契約」と英語辞書におい
て訳されている（竹林他編, 2002, 1233頁, 2014頁）ことから，本稿では，「準公正価値」と訳している。つ
まり，公正価値に準ずるという意味合いで「準公正価値」と訳した。
22 Ramanna（2015）は，企業の約 70％は，減損のみアプローチを支持しており，14％のみが持分プーリン
グ法を支持していた，と分析しているが，Anantharaman（2015）のコメント・レターの集計の結果からは，
この点についての確認が出来なかった。
―２８―
ト・レターはなかった（Ramanna, 2015, p.51）。これらのことから，持分プーリング法の
廃止を支持した FASBへの議会の介入は，FASBが，のれんに対する定期償却の実施を回
避し，減損オンリー・アプローチを支持したことを契機として，なくなっていったと思わ
れる。
そして，ここでも，Anantharaman（2015）によるコメント・レターの集計表に基づき，
FASBの提案に対する様々な回答者からの意見について，その特徴などをみてみる。ま
ず，209件の有効回答数のうち約 65％（135件）が，産業界と金融関係の企業からの回答
である。そして，産業界からの回答（100件）のうち，約 38％（38件）が，ハイテクノ
ロジー企業からのものであり，ハイテクノロジー企業の FASBの提案に対する関心の高さ
がここでも推測できる。また，会計事務所も全体のコメント（209件）のうち，約 13％
（28件）を占めていた（図表 1を参照）。つづいて，Anantharaman（2015）は，ED201Rに
おいても，FASBが行った，つぎの三つの質問に対する回答の集計をしている。
（FASBの三つの質問）
① のれんは消耗性の資産と考えるか？（図表 9 Panel A）
② 財務諸表の情報において，のれんの非償却は，のれんを償却する場合よりも結果
として，より有用性があると思うか？（図表 9 Panel B）
③ 減損テストは実行可能であるか？（図表 9 Panel C）
まず，①「のれんは消耗性の資産と考えるか？」という質問に対して，209件の有効回
答数のうち，約 46％（97件）が「ノー」と回答している。また，約 33％（70件）が，
「ノーコメント」との見解を表明している。「イエス」と回答し，のれんを消耗性の資産と
考えているのは，約 20％（42件）に過ぎなかった。産業界と金融関係の企業については，
全体の回答数 135件のうち，約 56％（76件）が「ノー」と回答している。このうち，ハ
イテクノロジー企業については，ハイテクノロジー企業全体のコメント数 38件のうち，
約 50％（19件）が，「ノー」と回答している。そして，約 37％（14件）が，「ノーコメン
ト」であるとの回答を示している。また，会計事務所のうち，5大会計事務所について
は，約 50％（6件）２３が「イエス」と回答し，この点については，ハイテクノロジー企業
を中心とする産業界などと見解が分かれているといえる。また，投資銀行と証券アナリス
―２９―
トは，回答総数 8件のうち，約 75％（6件）が，「ノー」と回答している。一方，学者に
おいては，回答総数 13件のうちの約 54％（7件）が，「イエス」と回答し，のれんは消耗
性の資産であるとの考えをもつ学者が半数程度いることが分かるが，約 31％（4件）が，
「ノーコメント」であると回答している（図表 9 Panel Aを参照）。
このように「のれんは消耗性の資産と考えるか？」という質問に対して，全産業界の多
くは，「ノー」と「ノーコメント」と回答している。これは，彼らが，のれんは価値が下
落しないので，償却処理も減損処理も不要であると考えていることを暗示しているように
思われる。
23 この図表 9 Panel A-Cにおける 5大会計事務所からの回答数であるが，これまでの図表 1および図表 2
Panel A-Cとは異なり，総回答数が 5ではなく，6や 23となっている。Anantharaman（2015）がどのような
集計方法を行っているかの詳細が不明なため，ここでは，Anantharaman（2015）が示した回答数に従って，
分析をしている。
図表 9 Panel A Anantharamanのコメント・レター集計図 Table 3
ED201Rにおける特定問題への回答
Panel A : ED201R Issue 1a : のれんは消耗性の資産と考えるか？
「イエス」と回答
した者の数（％）
「ノー」と回答し
た者の数（％）
「ノーコメント」
と回答した者の数
（％）
財務諸表の発行人
全産業界 10（10％） 57（57％） 33（33％）
ハイテクノロジー産業 5（13％） 19（50％） 14（37％）
その他 5（8％） 38（61％） 19（31％）
金融関係の企業 1（3％） 19（54％） 15（43％）
公益事業 0（0％） 5（100％） 0（0％）
会計事務所
全回答者 17（59％） 4（14％） 8（27％）
ビッグ 5 3（50％） 2（33％） 1（17％）
ビッグ 5以外 14（61％） 2（9％） 7（30％）
財務諸表の利用者とその他のグループ
投資銀行と証券アナリスト 0（0％） 6（75％） 2（25％）
学者 7（54％） 2（15％） 4（31％）
個人 5（56％） 2（22％） 2（22％）
政府 0（0％） 0（0％） 2（100％）
その他 2（33％） 0（0％） 4（67％）
全回答者 42（20％） 97（46％） 70（34％）
＊回答者の「カテゴリー」は，図表 1での分類によっている。
（出所）Anantharaman（2015）p.106, 筆者翻訳。
―３０―
つぎに，②「財務諸表の情報において，のれんの非償却は，のれんを償却する場合より
も結果として，より有用性があると思うか？」という質問については，有効回答数 209件
のうち，約 46％（97件）が「イエス」と回答している。また，約 29％（61件）が，
「ノーコメント」としており，のれんを償却しない方が，財務諸表の情報において，より
有用性が高まると考えている回答者が多いことが分かる。
産業界と金融関係の企業については，全体の回答数 135件のうち，約 55％（74件）が
「イエス」と回答している。このうち，ハイテクノロジー企業については，ハイテクノロ
ジー企業全体の回答数 38件のうち，約 53％（20件）が，「イエス」と回答している。ま
た，会計事務所のうち，5大会計事務所については，約 52％（12件）が「ノー」との意
見を表明し，この点については，ハイテクノロジー企業を中心とする産業界と見解が分か
れている。また，投資銀行と証券アナリストは，回答総数 8件のうち，約 75％（6件）
が，「イエス」と回答している。一方，学者においては，回答総数 13件のうちの約 62％
（8件）が「ノー」と回答しているが，約 31％（4件）が「イエス」であると回答し，学
者のなかでも見解が分かれていることが分かる（図表 9 Panel Bを参照）。
このように，「財務諸表の情報において，のれんの非償却は，のれんを償却する場合よ
りも結果として，より有用性があると思うか？」という質問に対して，全産業界と投資銀
行と証券アナリストの多くは，「イエス」と回答している。これは，彼らが，のれんの価
値は下落しないものであると考えていることを暗示しているように思われる。
最後に，③「減損テストは実行可能であるか？」という質問に対して，有効回答数 209
件のうち，約 43％（90件）が「ノー」と回答している。また，約 49％（102件）が，
「ノーコメント」としており，のれんの減損テストに対する支持が低いことが分かる。産
業界と金融関係の企業については，全体の回答数 135件のうち，約 44％（60件）が
「ノー」と回答している。このうち，ハイテクノロジー企業については，ハイテクノロ
ジー企業全体の回答数 38件のうち，約 47％（18件）が「ノー」と回答し，同時に，約
45％（17件）が「ノーコメント」としている。また，会計事務所のうち，5大会計事務所
については，約 83％（5件）が「ノー」と回答し，この点については，ハイテクノロジー
企業を中心とする産業界などの企業と，その見解が近いと思われる。また，投資銀行と証
券アナリストは，回答総数 8件のうち，約 50％（4件）が，「ノーコメント」としている。
学者においても，回答総数 13件のうちの約 85％（11件）が，「ノーコメント」としてい
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る（図表 9 Panel Cを参照）。
このように「減損テストは実行可能であるか？」という質問に対して，全産業界，会計
事務所および学者の多くは，「ノー」と「ノーコメント」と回答している。これは，彼ら
が，減損テストを実施することの技術的な困難性とのれんの価値は下落しないので，減損
テストも不要であると考えていることを暗示しているように思われる。
ここで，図表 9の panel Aから panel Cまでを総括すると，コメント・レターの多くは，
のれんの減損損失をできるだけ回避したいという内容であった。すなわち，Panel Aの回
答の多くは，のれんは消耗性資産ではないという回答（46％の「ノー」の回答），Panel B
ののれんを償却しない情報は有用な情報であるという回答（47％の「イエス」の回答），
および Panel Cの減損テストは実行不可能であるという回答（43％の「ノー」の回答）の
図表 9 Panel B Anantharamanのコメント・レター集計図 Table 3
ED201Rにおける特定問題への回答
Panel B : ED201R Issue 1b : 財務諸表の情報において，のれんの非償却は，のれんを償却する場合よりも
結果として，より有用性があると思うか？
「イエス」と回答
した者の数（％）
「ノー」と回答し
た者の数（％）
「ノーコメント」
と回答した者の数
（％）
財務諸表の発行人
全産業界 57（57％） 16（16％） 27（27％）
ハイテクノロジー産業 20（52％） 9（24％） 9（24％）
その他 37（60％） 7（11％） 18（29％）
金融関係の企業 17（49％） 6（17％） 12（34％）
公益事業 5（100％） 0（0％） 0（0％）
会計事務所
全回答者 5（17％） 15（52％） 9（31％）
ビッグ 5 3（13％） 12（52％） 8（35％）
ビッグ 5以外 2（33％） 3（50％） 1（17％）
財務諸表の利用者とその他のグループ
投資銀行と証券アナリスト 6（75％） 0（0％） 2（25％）
学者 4（31％） 8（61％） 1（8％）
個人 1（57％） 0（16％） 9（27％）
政府 0（0％） 0（0％） 2（100％）
その他 0（0％） 1（17％） 5（83％）
全回答者 97（47％） 51（24％） 61（29％）
＊回答者の「カテゴリー」は，図表 1での分類によっている。
（出所）Anantharaman（2015）p.106, 筆者翻訳。
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共通点は，のれんの減損損失をできるだけ回避したいという考えが暗示されているように
思われる。
そして，この点を示すかのように，ED201Rは，Cisco Systems社を含むプーリング法の
従来からの支持企業から新たな反対にあった。彼らの懸念は，持分プーリング法の廃止で
はなく，むしろ，公正価値に基づくのれんの減損テストのための実施のコスト〔つまり
は，公正価値の見積りに多くの時間がかかることや，そのための費用への懸念〕であった
（Ramanna, 2015, pp.40-41）。
6．SFAS第 142号の制定とその背景
ここでは，FASBが提案していたのれんの減損テストの内容について分析を行う。のれ
んに対する減損テストの内容については，前章までの検討において明らかになったよう
図表 9 Panel C Anantharamanのコメント・レター集計図 Table 3
ED201Rにおける特定問題への回答
Panel C : ED201R Issue 5 : 減損テストは実行可能であるか？
「イエス」と回答
した者の数（％）
「ノー」と回答し
た者の数（％）
「ノーコメント」
と回答した者の数
（％）
財務諸表の発行人
全産業界 10（10％） 45（45％） 45（45％）
ハイテクノロジー産業 3（8％） 18（47％） 17（45％）
その他 7（11％） 27（44％） 28（45％）
金融関係の企業 3（9％） 15（43％） 17（48％）
公益事業 0（0％） 5（100％） 0（0％）
会計事務所
全回答者 1（3％） 15（52％） 13（45％）
ビッグ 5 0（0％） 5（83％） 1（17％）
ビッグ 5以外 1（4％） 10（44％） 12（52％）
財務諸表の利用者とその他のグループ
投資銀行と証券アナリスト 2（25％） 2（25％） 4（50％）
学者 1（8％） 1（8％） 11（84％）
個人 0（0％） 4（44％） 5（56％）
政府 0（0％） 0（0％） 2（100％）
その他 0（0％） 2（33％） 4（67％）
全回答者 17（8％） 90（43％） 102（49％）
＊回答者の「カテゴリー」は，図表 1での分類によっている。
（出所）Anantharaman（2015）p.106, 筆者翻訳。
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に，多くの利害関係者から懸念の声があがっていた。よって，まずは，ED201Rにおける
のれんの減損テストの内容と，その後に制定された SFAS第 142号における減損テストの
内容を整理し，それぞれの規定におけるのれんの減損テストに関する問題点について検討
をする。また，SFAS第 142号の制定に至る背景についても合わせて検討をする。
ED201Rと SFAS第 142号においては，のれんの定期償却は認められず，レポーティン
グ・ユニットと呼ばれる報告のレベル（at a level of reporting referred to as a reporting
unit）において減損テスト（impairment test）が行われる（FASB, 2001a, para.9 ; FASB,
2001c, para.18）。このレポーティング・ユニット（reporting unit）は，その定義の内容如
何によって，減損テストの結果に大きく影響を与えると考えられるため，FASBと利害関
係者との間で議論がなされていた２４。
レポーティング・ユニットについて，ED201Rでは，物理的および経営上並びに内部報
告目的上，企業の他の活動，運営および資産から区分できる事業である企業の最低レベル
（the lowest level of an entitiy）と定義された（FASB, 2001a, para.10）。しかし，ED201Rの
内容に意見を述べた多くの回答者は，このレポーティング・ユニットについて，FASBが
意図していたレポーティング・ユニットのレベルより非常に低いレベルと解釈（inter-
preted）していた（FASB, 2001c, para.B 104）。さらに，ED201Rで定義したレポーティン
グ・ユニットを使用することに同意しなかった大多数の回答者は，のれんをともに SFAS
第 131号「企業のセグメントおよび関連情報に関する開示（Disclosures about Segments of
an Enterprise and Related Information）」で定義した報告するべきセグメントレベル（report-
able segment level）または事業セグメントレベル（operating segment level）２５でテストする
ように提案した（FASB, 2001c, para.B 105）。
このため FASBは，ED201Rにおいて提案したレポーティング・ユニットの定義の再検
24 SFAS第 142号におけるのれんの減損テストに関する問題点として，榊原（2012）は，減損テストの対象
としての報告単位を指摘している（榊原, 2012, 10-11頁）。
25 SFAS第 131号では，「事業セグメント（operating segment）」とは，企業の構成要素（component of an en-
terprise）であると定義している（FASB, 1997, para.10）。そして，事業セグメントの説明として，つぎの
（a）から（c）が規定されている。（a）事業セグメントは，それが収益を獲得し費用を発生する事業活動
（同じ企業の他の構成要素との取引に関連する収益および費用を含む）に従事する。（b）セグメントに配分
されている資源について意思決定し，その業績を評価するために，その経営成績が企業の最高意思決定者に
よって定期的に検査されている。（c）セグメントのための区分された財務情報が利用可能である（FASB,
1997, para.10）。
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討を行った（FASB, 2001c, para.B 107）。そして，減損テストを行うレベルを SFAS第 131
号の要求に関連させるべきだと提案した回答者に同意し，事業セグメントレベルにおいて
のれんの減損テストをすることを検討した（FASB, 2001c, para.B 108）。しかし，FASB
は，多くの場合事業セグメントレベルはのれんの減損テストを実施するには高すぎるレベ
ルであろうと結論づけ（FASB, 2001c, para.B 109），レポーティング・ユニットを事業セグ
メントレベルより一つ低い報告レベルと定義することを検討した（FASB, 2001c, para.B
110）。
このような検討の経緯をたどり，FASBは，SFAS第 142号において，レポーティン
グ・ユニット２６とは，事業セグメント（operating segment）と同一もしくは事業セグメン
トより一つ低いレベル（構成部分という）のセグメント（one level below an operating seg-
ment（referred to as a component））である（FASB, 2001c, para.30）と規定している。
最終的にこのような規定の内容となった説明として，FASBは，「レポーティング・ユ
ニット」という用語は維持するべきだが，SFAS第 131号の概念を使用してその用語を再
定義し，その概念は〔財務諸表の〕作成者および利用者双方が精通しているはずのものに
するべきである。当審議会は，企業により，または一つの企業内でも状況に応じた適切な
ものになるように，レポーティング・ユニットがある程度異なり得るよう，レポーティン
グ・ユニットの定義の適用にある柔軟性を維持する（retain some flexibility in application of
the reporting unit difinitoin）ことを望んだ（FASB, 2001c, para.B 111）と述べている。これ
らのことから FASBは，レポーティング・ユニットの定義について，一定の柔軟性を許容
することで，ED201Rで定義したレポーティング・ユニットを使用することに同意しなか
った大多数の回答者への配慮を示したとみられる。
のれんの減損テストに関しては，その測定の基礎として使用することになる公正価値の
捉え方に関する問題も指摘されている。ED201Rと SFAS第 142号では，のれんの公正価
値は，残余としてのみ測定することができ，直接には測定できない（fair value of goodwill
can be measured only as a residual and cannot be measured directly）と 規 定 さ れ て い る
（FASB, 2001a, para.19の脚注 6 ; FASB, 2001c, para.18の脚注 13）。
26 レポーティング・ユニットを決定する際の指針は，FASB, 2001c, paras.30-36を参照。
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ED201Rと SFAS第 142号では，レポーティング・ユニットの公正価値について，
FASBは，つぎのように規定している。レポーティング・ユニットの公正価値とは，当該
レポーティング・ユニットを全体として自発的な当事者間の現在の取引によって売買でき
る金額をいう。活発な市場における公表市場価格が公正価値の最善の証拠であり，それが
利用できる場合には，測定の基礎として使用しなければならない。しかし，会社のレポー
ティング・ユニットが発行する持分証券（株式）の市場価格が必ずしも当該レポーティン
グ・ユニット全体の公正価値を表現するとは限らない。それゆえ，会社のレポーティン
グ・ユニットが発行する持分証券の公表市場価格を，レポーティング・ユニットの公正価
値の唯一の測定基礎とする必要はない。そして，公表市場価格を利用できない場合には，
公正価値の見積りは，類似資産および負債の価格や他の評価技法を使用する結果を含め
た，その状況のもとで利用できる最善の情報に基づかなければならない。現在価値技法
（present value technique）は，しばしば，レポーティング・ユニットなどのような純資産
グループの公正価値を見積るために利用できる最善の技法である。公正価値を測定するた
めに現在価値技法が使用される場合には，当該技法における将来キャッシュ・フロー
（future cash flows）の見積りは，公正価値を測定する目的に適合したものでなければなら
ない。そして，そのキャッシュ・フローの見積りには，市場参加者がその公正価値の見積
りに使用するであろう仮定（assumptions）を組み込まなければならない。不当な費用およ
び努力なしにそのキャッシュ・フローの見積りが利用できない場合には，企業は，独自の
仮定を使用することができる（FASB, 2001a, paras.20-22 ; FASB, 2001c, paras.23-25）。
Ramannaは，このような ED201Rと SFAS第 142号における減損テストの内容―公正価
値測定においての評価モデルの規定内容―について，いかなるレポーティング・ユニット
の現在価値の見積りでも，評価モデル（valuation model）の検証不能な仮定を変更するこ
とによって，操作することができる（can be manipulated by changing unverifiable assump-
tions）（Ramanna, 2015, p.52）と批判している。
つまり，レポーティング・ユニットの現在価値の見積りにおいて使用される評価モデル
は，まず，評価単位として，個別の資産を対象とするのではなく，一つの事業全体（レ
ポーティング・ユニット単位）を対象としているため，検証可能性が低い。そして，将来
的な売上収入の見込額などの企業独自の仮定を，測定において用いることができ，それは
企業独自の判断に基づくため，この点においても，検証不能であり，さらに，この仮定も
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変更することができる。すなわち，〔レポーティング・ユニットの現在価値の見積りにお
いて使用される評価モデルは〕企業の裁量により，いかようにも操作できる内容，つま
り，主観的な内容となっている（cf:Ramanna, 2015, p.52）。
このような Ramannaの批判の意味するところは，ED201Rと SFAS第 142号の減損テス
トについての規定の内容は，いわば緩い会計基準であると指摘していると考えられる。こ
れに関して，当時の国際会計基準審議会（International Accounting Standards Board／IASB
と略称）の議長であった David Tweedieは，SFAS第 142号における減損テストの内容を，
つぎのように批判している。
〔FASBの SFAS第 142号の減損テストに関する〕問題は，のれんをいかに評価すべき
かの技術論だ。のれんの評価は，それを活用することで得られる将来の現金収入で決ま
る。現金を生み出す力が衰えれば評価損を計上しなくてはならない。FASBの対応は，減
損テストの過程に甘い〔緩い〕点がある（日本経済新聞，2001年 9月 27日付）。このよ
うに，Tweedieは，FASBののれんに関する会計処理がきわめて緩い会計処理であること
を指摘している。
減損テストについて，ED201Rでは，のれんの減損を示す事象または状況が生じた場合
に減損テストを行うことが要求され（FASB, 2001a, paras.9, 18），のれんの減損テストは
一段階で行われる（山内, 2003, 161頁）。
具体的には，レポーティング・ユニットののれんの準公正価値（implied fair value of a
reporting unit’s goodwill）がそのレポーティング・ユニットののれんの帳簿価額（carrying
amount of a reporting unit’s goodwill）より下回った時に減損損失が認識される。そして，
同時に，レポーティング・ユニットののれんの準公正価値とレポーティング・ユニットの
のれんの帳簿価額との差額が，減損損失の金額として測定される（FASB, 2001a, paras.12,
19 ; 図表 10を参照）。
また，レポーティング・ユニットののれんの準公正価値は，レポーティング・ユニット
の公正価値（fair value of the reporting unit）２７からそのレポーティング・ユニットの認識し
た純資産（のれんを除く）２８の公正価値２９（第 24パラグラフにおいて説明される一定の例
外を除く）３０（fair value（with certain exceptions, as explained in para.24）of the recognized net
assets of the reporting unit）を控除することで求めると規定されている（FASB, 2001a,
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paras.12, 19）。すなわち，ED201Rにおける減損テストでは公正価値アプローチ（fair-
value-based approach）が採用されている（FASB, 2001a, summary）。
一方，SFAS第 142号における減損テストは，二段階の減損テスト（two-step impairment
test）が要求される（FASB, 2001c, paras.18-22）。結論から先に言えば，減損テストの第一
27 ここでの「レポーティング・ユニットの公正価値（fair value of the reporting unit）」の解釈（訳）につい
て，いくつかの先行研究（例えば，山内，2003, 156頁を参照）では，「（のれんを含む）レポーティング・
ユニットの公正価値」として，「（のれんを含む）」と括弧書きを追記している。しかし，本稿では，ED201R
の para.19における原文の規定（英語表記）においては，「のれんを含む」という記載箇所はないため，
para.19における原文の規定（英語表記）に即して訳している。このため，先行研究において補足されてい
る「（のれんを含む）」という補足は記していない。
28 「レポーティング・ユニットの認識した純資産（recognized net assets of the reporting unit」については，ED
201Rの para.12において，「レポーティング・ユニットの認識した純資産」とは，「のれんを除く（except
goodwill）」との規定があるため，本稿においても，「レポーティング・ユニットの認識した純資産」には，
「のれんを除く」と記載をしている。
29 FASBがここで規定している「純資産の公正価値」について，筆者は，「資産の公正価値－負債の公正価
値」によって求められると解釈をしている。
30 FASBは，ここでいう「レポーティング・ユニットの認識した純資産の公正価値」には，「一定の例外」
がある（fair value（with certain exceptions, as explained in para. 24）of the recognized net assets of the reporting
unit）と説明している。この「一定の例外」とは，第 24パラグラフにおいて，例えば，繰延税金資産と繰
延税金負債である（for example, deferred tax assets and liabilities）と説明されている（FASB, 2001a, paras. 19,
24）。
図表 10 EＤ201Ｒにおける減損テスト
レポーティング・ユニットののれんの準公正価値 ⇔ レポーティング・ユニットののれんの帳簿価額
（出所）ED201R, para.19を基に筆者作成。
レポーティング・ユニットの
のれんの帳簿価額
レポーティング・ユニットの
のれんの準公正価値
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段階では，レポーティング・ユニットの全体レベルでの比較を行い，第二段階では，レ
ポーティング・ユニットののれん単位での比較を行う。FASBは，この減損テストの各段
階について，第一段階は，潜在的な減損のふるい（The first step is a screen for potential
impairment）であり，第二段階は，減損の金額があればそれを測定する（The second step
measures the amount of impairment, if any）（FASB, 2001c, summary）と説明している。
具体的には，減損テストの第一段階では，レポーティング・ユニットののれんを含む公
正価値（fair value of a reporting unit, including goodwill）と，レポーティング・ユニットの
のれんを含む帳簿価額（carrying amount of a reporting unit, including goodwill）とを比較す
る。そして，レポーティング・ユニットののれんを含む帳簿価額が，レポーティング・ユ
ニットののれんを含む公正価値を超える場合には，第二段階の減損テストを行う必要があ
る（FASB, 2001c, para.19 ; 図表 11を参照）。
減損テストの第二段階では，レポーティング・ユニットののれんの準公正価値（im-
plied fair value of reporting unit goodwill）とレポーティング・ユニットののれんの帳簿価
額（carrying amount of reporting unit goodwill）とを比較する。レポーティング・ユニット
ののれんの帳簿価額が，レポーティング・ユニットののれんの準公正価値を超える場合に
は，減損損失を認識する必要があると規定され（FASB, 2001c, para.20 ; 図表 12を参照），
両者の差額がのれんの減損損失の金額となる（FASB, 2001c, paras.19-20）。
図表 11 SFAS第 142 号における減損テストの第一段階
①レポーティング・ユニットののれんを含む公正価値 ⇔ レポーティング・ユニットののれんを含む帳簿価額
（出所）SFAS第 142号, para.19を基に筆者作成。
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＜
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また，SFAS第 142号では，レポーティング・ユニットののれんの準公正価値は，企業
の結合で認識するのれんの金額と同一の方法（in the same manner as the amount of good-
will recognized in a business combination is determined）によって決定しなければならない
（FASB, 2001c, para.21）。すなわち，企業は，当該レポーティング・ユニットを企業の結
合によって取得し，そのレポーティング・ユニットの公正価値が当該レポーティング・ユ
ニットを取得するために支払った価格であったかのように，当該ユニットの公正価値を当
該ユニットのすべての資産および負債（いずれの認識しない無形資産も含む）に配分しな
ければならない（an entity shall allocate the fair value of a reporting unit to all of the assets
and liabilities of that unit（including any unrecognized intangible assets）as if the reporting unit
had been acquired in a business combination and the fair value of the reporting unit was the
price paid to acquire the reporting unit）。レポーティング・ユニットの公正価値がその資産
および負債に割り当てた金額を超える超過額が，のれんの準公正価値であると規定されて
いる（FASB, 2001c, para.21）。
ここで改めてのれんの準公正価値の測定方法に焦点をあてながら，のれんの減損テスト
の内容について分析をする。これまでみてきたように，ED201Rと SFAS第 142号ではの
れんの減損テストの内容が異なっている。
ED201Rでは，SFAS第 142号における規定とは異なり，のれんの減損テストが段階を
図表 12 SFAS第 142 号における減損テストの第二段階
②レポーティング・ユニットののれんの準公正価値 ⇔ レポーティング・ユニットののれんの帳簿価額
（出所）SFAS第 142号, para.20を基に筆者作成。
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＜
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踏まえて行われることはない。すなわち，レポーティング・ユニットののれんの準公正価
値がそのレポーティング・ユニットののれんの帳簿価額より下回った時に減損損失が認識
される（のれん単位での比較）。そして，同時に，レポーティング・ユニットののれんの
準公正価値とレポーティング・ユニットののれんの帳簿価額との差額が，減損損失の金額
として測定される。また，のれんの準公正価値は，レポーティング・ユニットの公正価値
からそのレポーティング・ユニットの認識した純資産（のれんを除く）の公正価値を控除
することで求めると規定していた。
一方，SFAS第 142号における減損テストは，二段階の減損テストが要求される。減損
テストの第一段階では，レポーティング・ユニットののれんを含む公正価値と，レポーテ
ィング・ユニットののれんを含む帳簿価額とを比較する（全体レベルでの比較）。そして，
レポーティング・ユニットののれんを含む帳簿価額が，レポーティング・ユニットののれ
んを含む公正価値を超える場合には，第二段階の減損テストを行う必要があると判断され
る。そして，減損テストの第二段階では，レポーティング・ユニットののれんの準公正価
値とレポーティング・ユニットののれんの帳簿価額とを比較する（のれん単位での比
較）。レポーティング・ユニットののれんの帳簿価額が，レポーティング・ユニットのの
れんの準公正価値を超える場合には，減損損失を認識する必要があると規定され，両者の
差額がのれんの減損損失の金額となる。
また，SFAS第 142号では，レポーティング・ユニットののれんの準公正価値は，企業
の結合で認識するのれんの金額と同一の方法によって決定しなければならず，すなわち，
企業は，当該レポーティング・ユニットを企業の結合によって取得し，そのレポーティン
グ・ユニットの公正価値が当該レポーティング・ユニットを取得するために支払った価格
であったかのように，当該ユニットの公正価値を当該ユニットのすべての資産および負債
（いずれの認識しない無形資産も含む）に配分しなければならない。そして，レポーティ
ング・ユニットの公正価値がその資産および負債に割り当てた金額を超える超過額が，の
れんの準公正価値であると規定されている。
よって，レポーティング・ユニットののれんの準公正価値の測定方法は，ED201Rで
は，「レポーティング・ユニットの公正価値」から「レポーティング・ユニットの認識し
た純資産（のれんを除く）の公正価値」のみを控除する方法がとられていた。一方，
SFAS第 142号では，「レポーティング・ユニットの認識した純資産および認識しない純
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資産の公正価値」の両方を控除する方法がとられたことになると考えられる（山内, 2003,
161頁 ; 山内, 2003, 161頁の表 2「ED201Rと SFAS第 142号との比較」を参照）。
このように，ED201Rと SFAS第 142号では，のれんの減損テストの内容が異なってお
り，このような違いが生じた主な原因として，のれんの準公正価値の測定方法における費
用対便益の問題があげられると思われる。よって，ここでは，FASBによって提案された
のれんの減損テストの内容が，ED201Rから SFAS第 142号において変容していった背景
について，FASBによる説明を基にして考えてみることにする。
まず，FASBは，ED201Rにおいて，のれんの準公正価値の測定方法をどのように決定
したのかという点について，つぎのように述べている。
当審議会は，公正価値に基づく減損テストによりのれんの準公正価値を見積り，それを
のれんの帳簿価額と比較して，のれんが減損しているかどうかを決定するべきだと結論づ
けた。そして，当審議会は，のれんは取得時における残余価額として測定される（meas-
ured as a residual amount at acquisition）ことに注目し，のれんの公正価値を直接測定する
ためには，取得した純資産の購入価格の配分方法に類似する方法を使用できると結論づけ
た。したがって，レポーティング・ユニットののれんの準公正価値を決定するためには，
レポーティング・ユニットの公正価値からレポーティング・ユニットの純資産のある測定
値を控除するべきだと，当審議会は決定した（FASB, 2001c, para.B 123）。
つぎに FASBは，上記の決定に基づき，レポーティング・ユニットののれんの準公正価
値を決定するために，レポーティング・ユニットの公正価値から控除するべき「レポーテ
ィング・ユニットの純資産のある測定値」をどのように求めるべきかという点について検
討をしている。つまり，FASBは，レポーティング・ユニットの公正価値から控除する純
資産の価額について，つぎの 4つの代替策を検討している。
（a）認識した純資産（のれんを除く）の公正価値（the fair value of recognized net assets
（excluding goodwill））
（b）認識した純資産および認識しない純資産双方（のれんを除く）の公正価値（the fair
value of both recognized and unrecognized net assets（excluding goodwill））
（c）認識した純資産（のれんを除く）の帳簿価額（the book value of recognized net as-
sets（excluding goodwill））
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（d）既知の帳簿価額と公正価値との間の差異を修正した認識した純資産（のれんを除
く）の帳簿価額（the book value of recognized net assets（excluding goodwill）adjusted
for any known differences between bookvalue and fair value）（FASB, 2001c, para.B
124）。
その結果，FASBは，（b）の認識した純資産および認識しない純資産双方（のれんを除
く）の公正価値を控除することが，のれんの準公正価値に最も近い見積額をもたらすであ
ろうと〔一旦は〕結論づけた。しかし，FASBは，〔この方法は〕認識した純資産の公正
価値を決定する費用に加えて認識しない純資産を識別〔することが必要となるため，〕そ
の公正価値を決定する費用はその代替策の便益より大きいと結論づけた（FASB, 2001c,
para.B 124）と説明している。
そこで，FASBは，レポーティング・ユニットの公正価値から認識した純資産のみ（の
れんを除く）の公正価値を控除することを検討している。この検討の過程として，FASB
は，当審議会は，レポーティング・ユニットの公正価値から認識した純資産のみ（のれん
を除く）の公正価値を控除することは，取得したのれんより多い残余価額をもたらすであ
ろうことを認識している。また，この残余価額には，取得の前と後に〔企業の〕内部で生
成した認識しないのれんおよびその他の無形資産の公正価値，ならびに認識しなかった切
り上げに基づく資産（asset “set-ups” in basis that were not recognized）と同様にプーリング
法により会計処理した前の企業結合により取得したいずれののれんおよびその他の無形資
産の公正価値も含むであろう。上述した金額について，当審議会は，のれんの準公正価値
の見積額に「クッション（cushion）」を加えるものだと呼んでいる（FASB, 2001c, para.B
125）と述べ，レポーティング・ユニットの公正価値から認識した純資産のみ（のれんを
除く）の公正価値を控除することの問題点について検討をしている。
これらの説明から，FASBは，のれんの準公正価値の測定方法として，認識した純資産
および認識しない純資産双方（のれんを除く）の公正価値を控除することが理論的には望
ましい方法であると考えていたが，財務諸表の作成者である企業の負担，つまり，コスト
の観点などから見直しを行ったといえるであろう。
そして，FASBは，〔のれんの準公正価値を測定する方法としてのれんを含むレポーテ
ィング・ユニットの公正価値からそのレポーティング・ユニットの〕認識した純資産（の
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れんを除く）の公正価値〔のみ〕を控除することは，認識しない純資産の公正価値に帰属
させ得る追加的なクッション（additional cushion）を含むことになるであろうが，のれん
の準公正価値の次善の見積額をもたらすであろうし，また，費用と便益の間の認められる
均衡（acceptable balance）に行き当たると決定したと説明している（FASB, 2001c, para.B
126）。
このように，FASBは，ED201Rにおけるのれんの準公正価値の測定方法について，理
論的に望ましいと考える方法のみを追求するのではなく，財務諸表の作成者のことを考
え，すなわち，費用対便益について考慮をしたうえで，一定の譲歩策を示したと考えられ
る。
しかしこの ED201Rにおける減損テストの内容は，多くの回答者から費用対効果がな
い（not be cost-effective）との批判を受けた。彼らの懸念は，主として（のれんの準公正
価値を見積るための）認識した純資産の公正価値を決定するという〔FASBの〕要求に関
連していた（FASB, 2001c, para.B 127）。つまり，FASBは，ED201Rの減損テストの内容，
特にのれんの準公正価値の決定方法，なかでも，レポーティング・ユニットの公正価値か
ら控除する純資産の価額について，「認識した純資産（のれんを除く）の公正価値」と
「認識しない純資産（のれんを除く）の公正価値」という二つの純資産の公正価値のうち，
「認識しない純資産（のれんを除く）の公正価値」についてのみ多くの時間を費やして検
討を行っていたとみられる。しかし，多くの利害関係者の懸念は，「認識しない純資産
（のれんを除く）の公正価値」を求める費用についてだけでなく「認識した純資産（のれ
んを除く）の公正価値」の測定についても費用がかかることだったと思われる。
ED201Rの減損テストの内容が利害関係者からの支持を得られなかったことを示すよう
に，FASBは，ED201Rに対する回答者からのれんの減損テストのための種々のアプロー
チを提案された。この提案のなかには SFAS第 121号「長期性資産の減損および処分予定
の長期性資産の会計処理（Accounting for the Impairment of Long-Lived Assets and for Long-
Lived Assets to Be Disposed of）」の方法に類似する方法を提案するものもあった。しか
し，FASBは，SFAS第 121号の回収可能性テスト（recoverability test）は割引前のキャッ
シュ・フロー（undiscounted cash flows）を使用しており，それは減損テストのためには認
められない大きなクッションをもたらすことを理由に，その提案を退けている（FASB,
2001c, para.B 128）。一方で，FASBは，当審議会は，減損テストを実施する費用を削減す
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るであろうアプローチを開発することを探し求めたとも述べている（FASB, 2001c, para.B
129）。
この FASBの模索を示すかのように，FASBは，上記の提案の他にも ED201Rへの回答
者の多くから減損テストの費用を削減するための提案を受けている。その中で最も多い提
案は，レポーティング・ユニットの公正価値を，そののれんを含む帳簿価額と比較するこ
とであった（帳簿価額アプローチ：carrying amount approach）。この帳簿価額アプローチ
は，レポーティング・ユニットの公正価値の見積りのみを要求し，関連する資産および負
債の公正価値〔の見積り〕は求めないため，すべてのアプローチのうち費用が最少となる
（FASB, 2001c, para.B 130）。しかし，FASBは，のれんを含むレポーティング・ユニット
の帳簿価額を当該ユニットの公正価値と比較して〔のれんの準公正価値を求めること
は〕，一般的に多すぎるクッションを含むであろうし，また，のれんの準公正価値の見積
りとは言い得ないことに注目し，ED201Rの回答者から提案された帳簿価額アプローチを
採用しないことを決定した（FASB, 2001c, para.B 131）。
その後，FASBは，ED201Rのある回答者から，〔のれんの準公正価値の測定におい
て〕帳簿価額アプローチによる減損の測定値が認められない場合，二段階のアプローチを
採用するように提案を受けた。彼らは，レポーティング・ユニットの帳簿価額と公正価値
の比較をすることで，第一段階の減損テスト―潜在的な減損を識別するためのふるい―と
し得ることを主張した（FASB, 2001c, para.B 132）。
そこで FASBは，潜在的なのれんの減損を識別するために，そのふるい（screen）とし
て帳簿価額の比較（carrying amount comparison）を〔その測定過程において〕加える範囲
によっては，重要な減損を認識できない可能性を許容することになろうことを検討した
（FASB, 2001c, para.B 133）。また，FASBは，ふるいの使用は，ED201Rにおいて提案した
減損テストに有形および無形資産の帳簿価額とその公正価値の間の差異に等しいクッショ
ン―無形資産にあるであろう大きい不均衡（disparity）―を加えるであろうことに注目を
している（FASB, 2001c, para.B 133）。
そして，FASBは，そのクッションは，無形資産の価値を維持しまたは増加させる場合
のみに存在する。その場合には，のれんの価値もまた維持される可能性が非常に大きい。
すなわち，無形資産の増価とのれんの増価は相当程度の相関関係を示すであろう。その反
対もまた正しく，のれんの価値が維持されていない場合には，無形資産の価値も恐らく維
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持されていないであろうし，認識した無形資産の価値は減損テストにとってほとんどまた
は何のクッションも提供しないであろう。よって，潜在的なのれんの減損のふるいとして
帳簿価額の比較を使用することは，初めに考えていた程に多くの減損を認識しないことを
許容してしまうことにはならないであろうと結論づけている（FASB, 2001c, para.B 133）。
また，FASBは，当審議会は，減損テストに帳簿価額の比較を加えることは〔減損テス
トの〕モデルの完全性を不当に妥協させずにのれんの減損テストを適用するための費用を
削減することになるであろうとの結論に至った。当審議会は，二段階テスト〔を導入する
こと〕が ED201Rへの回答者により提出された費用対便益の異議への合理的な応答であ
ろうと決定し，その上で，ED201Rで提案した減損の測定値を持続するかまたは改善した
測定値が実行可能かどうかを検討したと述べている（FASB, 2001c, para.B 134）。
そして，FASBは，ED201Rを作成する際に，のれんの減損の最善の見積りは，購入価
格配分によるアプローチ（purchase price allocation approach）に基づくことであろうこと
を確認していた。また，FASBは，このアプローチのもとでは，のれんの準公正価値を決
定するために，レポーティング・ユニットの公正価値から認識した純資産と認識しない純
資産の双方の公正価値を控除する。この方法はのれんを当初測定する方法と同一であるた
め，結果としての（減損額控除後の）のれんの報告金額は，その取得時におけるのれんの
当初測定額と整合した最善の利用できる見積額であろうと考えていたと述べている
（FASB, 2001c, para.B 135）。
また，FASBは，ED201Rでは，認識しない純資産を識別してその公正価値を決定する
〔という最善の利用できる見積額を算出する〕過程は，相対的に多くの頻度で要求するに
は費用を要しすぎると考えたため，このアプローチを導入することを一旦は退けていた。
しかし，FASBは，のれんの減損の測定にそれほど費用を要しない潜在的な減損のふるい
を先行させる場合，〔すなわち，減損テストを二段階で行う場合〕には，購入価格の配分
過程を使用したのれんの減損を測定する費用は正当化できるであろうと理由づけた。
FASBは，〔この〕測定の過程，〔すなわち，減損テストの第二段階に進むケース〕は相対
的に少ない頻度で要求されるであろうし，それは潜在的なのれんの減損が存在する状況の
もとで，よりよい情報を生み出すであろうとも考えていた（FASB, 2001c, para.B 135）。
このような検討の過程を経て，FASBは，SFAS第 142号ののれんの減損テストの第二
段階において，ED201Rを作成する際から〔のれんの減損の最善の見積り方法〕であると
―４６―
考えていた購入価格配分過程（purchase price allocation process）を使用したのれんの減損
の測定を要求している。すなわち，SFAS第 142号におけるのれんの減損テストでは，第
一段階のテストの結果が潜在的な減損〔の存在〕を示す場合には，第二段階のテストにお
いて，レポーティング・ユニットのすでに見積もった公正価値を，当該ユニットに関連す
る認識しない無形資産を含むすべての資産および負債に配分することによりのれんの準公
正価値を見積ることになる（FASB, 2001c, para.B 135）。
以上のように，本章では，FASBが提案したのれんの減損テストの内容について，のれ
んの準公正価値の測定方法に焦点をあてながら分析をした。のれんの減損テストに関する
問題点は，ED201Rと SFAS第 142号に共通して，レポーティング・ユニットの範囲をど
のように捉えるのかという報告レベルの問題や，減損テストの測定基礎としての公正価値
の捉え方に関する問題，さらには，測定方法の繁雑さとその結果として測定された数値の
有効性との間の費用対便益についての問題などが指摘されている。いずれの問題もその根
底には，のれんの公正価値は，残余としてのみ測定することができ，直接には測定できな
いというのれん特有の性質が関係していると思われる。
また，ここでは，のれんの減損テストの内容が，ED201Rから SFAS第 142号において
変容し，その変容が生じた主な原因として，のれんの準公正価値の測定方法における費用
対便益の問題があげられることを確認した。そこでは，FASB自らの説明からも分かるよ
うに，FASBによる理論的に望ましいと考えられる測定方法の追求と減損テストを実施す
る企業の過度なコスト負担という両側面について，つまり，費用と便益との間の認められ
る均衡をいかにして追求するかという問題が浮かびあがった。そして，理論的に望ましい
方法の追求に偏重しがちとなる FASBの姿勢に対して，一定の抑止をかけたのは，ED201
Rに対してコメント・レターなどという形で意見を述べた多くの企業を中心とする利害関
係者であったといえるであろう。また，この抑止の結果として，FASBが SFAS第 142号
において，利害関係者から提案された二段階の減損テストを導入したことがあげられる。
おわりに
本稿では，持分プーリング法の濫用を契機とした米国での企業結合会計基準の変容，と
りわけ，1990年代に入っての ED 201から ED201Rへ，さらに，SFAS第 141号と SFAS
第 142号に至る，パーチェス法における償却から減損へというのれんの会計処理の変容に
―４７―
焦点をあてた。そして，このような変容のなかで，企業や議員による議会の公聴会での発
言や FASBに対するコメント・レターの内容などが，のれんに関する会計基準の設定過程
において，どのように反映されたのかという点について考察をしてきた。
まず，FASBは，1996年 8月に，企業結合会計基準をアジェンダに設定し，1999年 9
月に公表された ED 201では，APB第 16号や第 17号と異なり，持分プーリング法を廃止
し，パーチェス法を採用してのれんの償却を 40年から 20年に変更した。結果として，こ
の ED 201は，これまで認められてきた持分プーリング法の利用が出来ず，パーチェス法
に基づく償却を企業に要求する会計処理となり，Cisco Systems社などの持分プーリング
法の維持を強く支持する企業やその企業が所属する TechNetなどの業界団体，またMor-
gan Stanley, Goldman SachsなどのＭ＆Ａのアドバイザリー業務を自らの中核業務としてい
たと考えられる証券会社，さらには，ハイテクノロジー企業が顧客であったと考えられる
Arthur Andersenや PricewaterhouseCoopersといった大手会計事務所などから，激しく反対
されることになる。
そして，Cisco Systems社などの持分プーリング法の維持を強く支持するハイテクノロ
ジー産業の企業やその企業が所属する TechNetなどの業界団体を中心としたロビイング活
動は，ロビイストとも呼ばれる上院議員や下院議員などの政治家達を巻き込んで，舞台を
議会にも移した。持分プーリング法の支持企業から PACマネーなどの寄附をもらい，彼
らを支持するために活動していたとみられる政治家達の動きは，ついには，FASBの会計
基準の設定の一時保留を求める法案の議会提出という形に展開をしていった。さらに，
2000年 5月と 9月に行われた FASBと投資銀行，大手会計事務所およびハイテクノロ
ジー企業などの代表者との会議で，これらの利害関係者から，FASBに対して，のれんの
会計処理に関して，減損オンリー・アプローチの導入が提案されてくる。
2001年 2月の ED201Rでは，このような投資銀行，大手会計事務所およびハイテクノ
ロジー企業などの提案を考慮し，その意見を反映させたかのように，のれんの会計基準
は，定期償却ではなく，減損オンリーの会計基準へ変更された。この ED201Rの減損テ
ストは，Ramannaも指摘しているように，そもそもレポーティング・ユニットの公正価
値そのものは計算することが困難―レポーティング・ユニット自体を売買取引することを
公表している市場はほぼ存在しない―であるから，現在価値測定のための評価モデルを採
用することになるが，それを採用すると企業側の裁量によりいかようにも操作でき，主観
―４８―
的な数値になっていく可能性が高いという理論的に大きな問題がある。
それに加えて，ED201Rの具体的な減損テストでは，のれんを含むレポーティング・ユ
ニットの公正価値からそのレポーティング・ユニットの認識した純資産（のれんを除く）
の公正価値を控除した残りが，レポーティング・ユニットののれんの準公正価値であると
されている。この点について，企業からは，レポーティング・ユニットののれんの準公正
価値の測定における費用について懸念の声があがった。
このように，ED201Rにおいては，企業から減損テストを実施する際の費用について懸
念の声があがっていたが，総合的に考えれば，会計基準の内容は，定期償却から減損オン
リーへと急旋回をした。そして，FASBにこのような急旋回をさせた理由の一端は，すで
に分析したように，会計基準の設定過程における，Cisco Systems社などの財務諸表の作
成者や TechNetなどのその業界団体，Morgan Stanley, Goldman Sachs, Arthur Andersenや
PricewaterhouseCoopersといった大手会計事務所，および国会議員などの多くの利害関係
者の意見が強く反映された結果であると考えられる。
そして，2001年 6月に公表された SFAS第 142号は，のれんの準公正価値について，
企業結合で認識するのれんの金額と同一の方法によって決定しなければならないと規定を
した。すなわち，SFAS第 142号では，FASBが，ED201Rの提案時から理想としていた
購入価格配分過程によるアプローチを採用したのれんの準公正価値の測定方法（減損テス
トの第二段階）が導入された。しかし，その一方で，FASBは，減損テストの内容に反対
をしていた多くの利害関係者の意見を反映させるかのように，彼らが提案していた減損テ
スト（二段階制），すなわち，減損テストの第一段階において，減損の測定にそれほど費
用を要しない潜在的な減損のふるいを先行させる方法を導入することを容認した。よっ
て，FASBは，理論的に望ましいと考えられる測定方法の追求と企業の過度なコスト負担
という両側面についての均衡を図ったといえるであろう。
しかし，この SFAS第 142号におけるのれんの減損テストは，第一段階の減損テスト，
すなわち，潜在的なのれんの減損を識別するためのふるいをかけることを先行させたこと
により，結果として，のれん自体に減損が生じているにも関わらずレポーティング・ユニ
ット全体では減損が生じていないような場合に，当該のれんの減損が認識できない可能性
が生じてしまうという問題があること（山内, 2003, 162頁）が指摘されている。
さらに，この SFAS第 142号におけるのれんの減損テストは，FASBが，当初から理想
―４９―
としていた購入価格配分過程によるアプローチを採用してのれんの準公正価値を測定する
が，この FASBの理想とする方法に対しても，「認識しない無形資産」を恣意的に評価，
すなわち，「認識しない無形資産」の評価を過小に評価し，のれんの準公正価値を過大に
評価することによって，減損損失の計上を回避できる可能性がある（榊原, 2012, 13頁）
として，理論的な問題点が依然として存在することが指摘されている。
この減損損失の計上を回避できる可能性があるという理論的な問題は，同時に，Anan-
tharamanのコメント・レターの分析結果が示すように，ED201Rに対するコメント・レ
ターの多くは，のれんの減損損失をできるだけ回避したいという内容に整合するものであ
るとも考えられる。そして，FASBが提案したのれんの減損テストについて総合的にみれ
ば，ED201Rより SFAS第 142号の方が，減損損失を認識しにくい緩い会計基準になって
いると考えられる。また，ED201Rと同じく，このように SFAS第 142号における会計基
準の内容が変容した理由の一端は，財務諸表の作成者を中心とする多くの利害関係者のコ
メント・レターによる意見―のれんの減損損失をできるだけ回避したいという意見―を反
映した結果であると推測される。
以上，米国の企業結合の会計基準は，最終的には，FASBが提案していた通り，持分
プーリング法は廃止されパーチェス法へと処理が一本化された。しかし，その反面，持分
プーリング法の支持企業などからの激しい反対によって，FASBが当初求めていた，のれ
んの定期償却を行うという案（ED 201）は後退し，代わりに，のれんの価値が減損して
いる場合に減損テストを行うという内容に変容をしていった（ED201R）。さらに，減損
の認識を要する具体的な条件についても，様々な利害関係者の意見を反映させた結果，最
終的には，企業などの利害関係者が望んでいた会計基準の内容に出来るだけ沿うように変
容してきたといえるであろう（SFAS第 142号）。
米国におけるのれんの減損テストは，SECに登録する公開企業については，2019年 12
月 16日より開始する事業年度より，現行の二段階の減損テストから一段階の減損テスト
へその会計処理が簡略化されることが決定した（FASB, 2017, p.3）。つまり，仮想的とも
考えられてきた取得価格の配分を要求する減損テストの第二段階が削除される予定である
（FASB, 2017, p.2）。しかし，この FASBののれんの減損テストの変更の内容については，
今後の研究課題とすることにする。
―５０―
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